
                                                                                   

「経営の健全化のための計画」
(金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第５条)

平成１３年３月

株式会社　岐阜銀行



  当行は、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律に従い、優先株式の引受の

申請を行います。

  なお、今後、計画に記載された事項について重大な変化が生じた場合や、生じることが予

想される場合は、遅滞なく金融庁に報告いたします。

経営の健全化のための計画の前提条件

  我が国の経済環境は、企業業績の回復等により緩やかな景気回復軌道をたどるものと考え

ており、これに基づきまして、本計画の前提条件として、金利・為替・株価を、以下のよう

に予想しております。

（金利）

    平成１３年度、１４年度は横這い、平成１５年度以降は緩やかな上昇過程に入るものと

  考えております。

（為替）

    為替につきましては、国際経済の動向等、国内経済要因以外の変動要素が多く、予想が

  難しいため、平成１３年２月末現在の相場を横這いといたしました。

（株価）

    株価につきましても、不確定要素が多く、予想が難しいため、平成１３年２月末現在の

  相場を横這いといたしました。

                                                                  （単位：円，％）

12年

9月末
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

無担コールO/N 0.28 0.15 0.15 0.15 0.45 0.75金

利

10年国債 1.82 1.45 1.45 1.45 1.65 1.85

日経平均株価 15,747 12,900 12,900 12,900 12,900 12,900

為替相場（円／ドル） 107 117 117 117 117 117



目 　　　　　　 次

１．金額・条件等                                      ・・・・・・・・  １

   （１）根拠

   （２）発行金額、発行条件、商品性

   （３）金額の算定根拠及び当該自己資本の活用方針

２．経営の合理化のための方策                          ・・・・・・・・  ６

   （１）経営の現状及び見通し

   （２）業務再構築のための方策

３．責任ある経営体制の確立のための方策                ・・・・・・・・３３

   （１）金融機関の社会性・公共性を踏まえた経営理念

   （２）経営の意思決定プロセスと相互牽制体制

   （３）自主的・積極的なディスクロージャー

   （４）従来の経営責任についての考え方

４．配当等により利益の流出が行われないための方策等    ・・・・・・・・３８

   （１）資本注入前の資本政策

   （２）資本注入後の資本政策

５．資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策    ・・・・・・・・３９

   （１）基本的な取組姿勢

   （２）今までの取組み

   （３）円滑な資金供給のための今後の方策

６．株式等の発行等に係る株式等及び借入金につき利益を  ・・・・・・・・４２

    もってする消却､払戻し､償還又は返済に対応すること

    ができる財源を確保するための方策

   （１）消却、払戻し、償還又は返済についての考え方

   （２）収益見通し

７．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運用の確  ・・・・・・・・４３

    保のための方策

   （１）各種リスク管理の状況

   （２）資産運用に係る決裁権限の状況

   （３）資産内容

   （４）償却・引当方針

   （５）含み損益の状況と今後の処理方針

   （６）金融派生商品等取引動向

８．地域経済における位置付け                          ・・・・・・・・５３

     （１）地域の金融市場における融資比率等

   （２）地域経済への貢献



１

１．金額・条件等

（１）根拠

　 　 　当行は、以下の事由により、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（以

      下、早期健全化法）第７条に規定する全ての要件を充たすものと判断したことから、同

      法第４条第２項に基づき優先株式の引受を申請いたします｡

   イ．「健全な自己資本の状況にある旨の区分」に該当すること

　　 　 当行の自己資本比率は、平成１２年３月末現在で６．７８％、平成１２年９月末現在

      で５．０５％（いずれも国内基準・単体ベース）であることから、同法第２条第３項に

      定める「健全な自己資本の状況にある区分」に該当いたします。

   ロ．法定要件ならびに基準を充足すること

         当行は、以下のとおり、同法第７条各項に定める各法定要件ならびに基準を充足し

       ています。

   （イ）同法第７条第１項第１号

           当行は、長引く景気低迷による取引先企業の業績悪化やバブル崩壊後の株価の低落

         傾向及び地価の継続的下落等により経営環境が悪化するなか、不良債権の処理を進め

         るとともに、平成１１年９月に取引先７１５先に総額５２億円の第三者割当増資を行

         い自己資本の充実を図ってまいりました。しかしながら、平成１２年９月期中間決算

         において時価会計を採用した結果、一層の株価下落の影響を受けて自己資本を毀損し、

         自己資本比率は５．０５％まで低下し、業界水準を下回る結果となりました。

           今後とも、当地域の中小企業、個人に対して円滑かつ安定的な資金供給を果たして

         いくためには、更なる自己資本の増強に努める必要があると考えられ、当該要件を満

         たすものと考えております。

   （ロ）同法第７条第１項第２号

           当行は、東海銀行による業務支援及び資本支援を受け、営業施策・事務管理等幅広

         い分野にわたって同行のノウハウを短期的・集中的に採り入れることにより、抜本的

         な見直しを行っており、今後の収益計画に基づいて優先株式の利益消却等を適宜実施

         することは可能であり、当該要件を充足するものと考えております。

   （ハ）同法第７条第１項第３号

           当行は、これまでも人員削減等経営合理化に努めてまいりましたが、本計画におい

         ても「経営合理化のための方策」、「経営責任の明確化のための方策」、「株主責任の明

         確化のための方策」、及び「資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策」を

         策定し、全役職員がその達成に向けて全力を傾け、確実に履行いたします。



２

   （ニ）同法第７条第１項第４号

           当行の自己資本比率は平成１２年９月末現在５．０５％であり、本号には該当しま

         せん。

   （ホ）同法第７条第１項第５号（ロ）

           当行は、岐阜県、愛知県尾張地方、及び名古屋市における中小企業や個人のニーズ

         に積極的に応えてまいり、地元地銀や信金との厳しい競争下にありながらも一定の役

         割を果たしており、今後とも当地における信用秩序の維持、健全な中小企業に対する

         資金供給の使命を負っているものと認識しております。

           一方、岐阜県や愛知県の域内経済指標によれば、地域経済の先行きには予断を許さ

         ないものがあり、本号（ロ）に規定される信用供与の収縮に関わる状況を改善または

         回避するためには、自己資本の増強が不可欠であり、本号の要件を充足するものと考

         えております。

（２）発行金額、発行条件、商品性

        発行条件に関しましては、「個別金融機関において、普通株式の配当利回りは、優先株

      式の配当率以下とすることを原則とする。」とした金融再生委員会の考え方を踏まえ申請

      いたします。

   イ．発行金額

         発行金額に関しましては、１２０億円を申請します。

   ロ．発行条件、商品性

   （イ）株式の種類

           株式会社岐阜銀行第１回優先株式（以下「本優先株式」という）

   （ロ）発行株式数

           無額面優先株式 ３０，０００，０００株

   （ハ）発行価額

           １株につき４００円

   （ニ）発行価額中資本に組入れない額

           １株につき２００円

   （ホ）発行方法

           株式会社整理回収機構に直接全額割当てる方法により発行する。

   （へ）払込期日

           平成１３年４月２５日（水曜日）

   （ト）配当起算日

           平成１３年４月２６日（木曜日）

   （チ）優先配当金

           本優先株式１株につき４円８４銭とする。ただし、平成１３年４月２６日から、平

         成１４年３月３１日の３４０日間に対する優先配当金については１株につき４円

         ５１銭とする（非累積型、非参加型）。
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   （リ）優先中間配当金

           本優先株式１株につき２円４２銭とする。

   （ヌ）残余財産の分配額

           普通株主に先立ち、１株につき４００円

   （ル）消却

           当行は、いつでも本優先株式を買入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該

         買入価額により消却することができる。

   （ヲ）議決権

           なし（法令に別段の定めがあればこの限りではない）

   （ワ）新株引受権等

           なし（法令に別段の定めがあればこの限りではない）

   （カ）普通株式への転換

           あり

       Ａ．転換を請求し得べき期間

            平成１４年３月１日から平成２３年３月３１日までとする。ただし、株主総会にお

          いて権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当該基準日の対象と

         なる株主総会終結の日までの期間を除く。

       Ｂ．転換条件

            次項の条件で当行の額面普通株式に転換することができる。

       （Ａ）当初転換価額

              当初転換価額は平成１４年３月１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日

            の名古屋証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

            含む）の平均値（終値のない日数を除く）とする。ただし､当該平均値の計算は円

            位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合、当該平

            均値が普通株式の額面金額または１３０円のいずれか高い金額を下回るときは、当

            該いずれか高い金額とする。

       （Ｂ）転換価額の修正

              転換価額は、平成１４年３月１日以降平成２３年３月３１日までの毎年３月１日

            に先立つ４５日目に始まる３０取引日の名古屋証券取引所における当行の普通株

            式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日数を除く）

            とする。ただし、当該平均値の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

            ２位を四捨五入する。この場合、当該平均値が普通株式の額面金額または１３０円

            のいずれか高い金額を下回るときは、当該いずれか高い金額とする。

       （Ｃ）転換価額の調整

              転換価額は、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合その他一定

            の場合には次に定める算式により調整されるほか、合併等により転換価額の調整を

            必要とする場合には、取締役会が適当と合理的に判断する価額に変更される。

               

             ＝            ×

調整後

転換価額

調整前

転換価額

                  新規発行の     １株当たりの

既発行の    ＋    普通株式数  ×  払込金額

普通株式数           １株当たりの時価

既発行の普通株式数＋新規発行の普通株式数
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       （Ｄ）転換により発行すべき普通株式数

              優先株式の転換により発行すべき当行の普通株式は、次のとおりとする。

                          ＝

    

              転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じ

            たときは、商法の定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。

      （ヨ）転換により発行する普通株式の内容

              当行額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）

      （タ）転換請求受付場所

              東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

              日本証券代行株式会社

      （レ）転換の効力発生

              転換の効力は、転換請求書及び優先株式の株券が転換請求受付場所に到着した

            ときに発生する。ただし、本優先株式の株券が発行されていないときは、株券の

            提出を要しない。

      （ソ）普通株式への一斉転換条項

              転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった本優先株式は、同期間の末日の

            翌日（以下一斉転換日という）をもって、本優先株式１株の払込金相当額を、一斉

            転換日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の名古屋証券取引所における当

            行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日

            数を除く）で除して得られる数の普通株式となる。ただし、当該平均値の計算は円

            位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合、当該平

            均値が普通株式の額面金額または１３０円のいずれか高い金額を下回るときは、本

            優先株式１株の払込金相当額を当該いずれか高い金額で除して得られる数の普通

            株式となる。また、合併等により転換価格の調整を必要とする場合には、取締役会

            が適当と合理的に判断する価額に変更される。

              上記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、商法の

            定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。

      （ツ）優先株式の転換と配当

              優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中

            間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月３０日までになされた

            ときは４月１日に、１０月１日から翌年３月３１日までになされたときは１０月１

            日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。

      （ネ）優先順位

              当行の発行する各種の優先株式の優先株主配当金及び優先中間配当金の支払い

            順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。

      （ナ）上記各条項については、各種の法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件とする。

転換により発行

する普通株式数
本優先株主が転換を請求した本優先株式の発行価額総額

                    転換価額
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（３）金額の算定根拠及び当該自己資本の活用方針

   イ．金額の算定根拠

         当行は、平成１２年９月期において、時価会計を採用した結果、所有株式の価格下落

       により、自己資本比率が６．７８％から５．０５％に低下しました。これを踏まえて、

       平成１３年３月に東海銀行、当行株主及び取引先１，０８９先を対象に９８億円の第三

       者割当増資を行うとともに、不良債権及び有価証券の含み損を一括処理し、平成１３年

       ３月期には自己資本比率５％台後半を確保し得る見通しとなりました。今後さらに財務

       基盤を強化し、競争力を確保しつつ当地域に安定的な資金供給を行うためには、公的資

       金の申請が不可欠と判断し、今回申請をいたしました。

         申請金額につきましては、自己資本比率８％以上を安定的に確保できる金額として、

       １２０億円といたしました。

   ロ．自己資本の活用方針

         当行は、公的資金の注入を受け、自己資本比率８％以上を安定的に確保でき財務基

       盤は強固になります。これにより、今後の景気変動によるリスクに十分対応しつつ、

       当地域の中小企業・個人の取引先に円滑な資金供給を行い、地域金融機関としての責

       務を果たしていくために活用させていただく所存であります。
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２．経営の合理化のための方策

（１）経営の現状及び見通し

   イ．概況

   （イ）現在までの推移

           当行は、岐阜無尽として創業以来、地元の中小企業、個人のお客様への円滑な資金

         供給と金融サービスの提供に努めてまいりました。しかし、バブル経済崩壊以降の土

         地・株式等資産価格の下落や景気の長期低迷は、当行に大きな影響を与えました。そ

         の間当行は、与信管理の強化、人件費等の削減を図るとともに、不良債権処理を進め

         てまいりましたが、業務純益の範囲では賄いきれず、平成９年３月期及び１０年３月

         期に赤字決算のやむなきに至りました。その後、１１年２月新中期経営計画「ぎふぎ

         ん革命２１」を策定、業務改善に注力し、１１年３月期、１２年３月期は小幅ながら

         黒字を計上しましたが、１２年９月期には、時価会計を採用した結果、経常黒字は確

         保したものの、当期利益は赤字となりました。この間、１１年６月に東海銀行と業務

         提携し、同行のノウハウを吸収して、抜本的な改革を推進中であります。

           自己資本につきましては、平成９年度以降株式配当を無配とし社内留保に努めると

         ともに、１０年３月に劣後ローン４０億円の調達、１１年９月には７１５先を対象に

         ５２億円の第三者割当増資を実施しました（１３年３月には、東海銀行をはじめ

         １，０８９先を対象に９８億円の第三者割当増資を実施、１３年３月末の自己資本比

         率は５％台後半を見込んでおります）。

（決算の推移）                                                        （単位：億円）

９年

３月期

１０年

３月期

１１年

３月期

１２年

３月期

１２年

９月期

業務純益 ３６ ２７ ３１ ３２ ９

不良債権処理額 １６２ ８５ ２５ ６１ ３

経常利益 △１４４ △５３ ２ ８ ６

税引後当期利益 △１５１ △５１ ０．８ １ △１３

（注）経常利益・税引後当期利益欄の△印は損失を表示。

（公表不良債権と不良債権比率の推移）  　      　　　　　　　   　 （単位：億円，％）

９年

３月期

１０年

３月期

１１年

３月期

１２年

３月期

１２年

９月期

不良債権額 ２６６ ２８７ ３４３ ４３４ ４１６

総貸出金 ６，２６６ ５，８５２ ５，７９２ ５，３９０ ５，２７０

不良債権比率 ４．２５ ４．９１ ５．９２ ８．０６ ７．９０

（注１）不良債権額は、延滞債権・金利減免債権・経営支援先債権を含む。

　　　　平成１１年３月期よりリスク管理債権ベースで計上。

（注２）不良債権比率は総貸出金に占める不良債権額の割合。
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（自己資本比率の推移）                                            （単位：億円，％）

９年

３月期

１０年

３月期

１１年

３月期

１２年

３月期

１２年

９月期

自己資本額 ２３５ ２５７ ２１９ ２７６ ２０４

自己資本比率 ３．０１ ５．７０ ４．９９ ６．７８ ５．０５

（注１）自己資本は基本的項目と補完的項目の合計。

（注２）自己資本比率は国内基準、単体ベース。

   

   （ロ）最近期（平成１１年度及び平成１２年度中間期）の業績

           当行は「ぎふぎん革命２１」に沿って抜本的な体質改善を図り、収益確保と経費削

         減に努めてまいりました。

           一方、資産の健全性確保のため、不良債権の償却・引当、時価会計制度への積極的

         対応を行ってまいりました。その結果、平成１１年度は６１億円の不良債権処理、平

         成１２年度中間期には１８億円の有価証券の減損処理等を行ったことから、平成１１

         年度は経常利益８億円、当期利益１億円、平成１２年度中間期は経常利益６億円、中

         間（当期）利益△１３億円となりました。

      Ａ．預金の状況

            預金については、ターゲットを中小企業・個人に絞り、データベースに基づくマ

          ーケティング、デリバリーチャネルの拡充等、徹底したリテール戦略による営業展

          開を進めてきた一方、高金利の大口預金受入を抑制した結果、平成１２年３月末残

          高は６，８０５億円、１２年９月末は６，６７３億円となりました。

      Ｂ．貸出金の状況

            貸出金については、コアとなる小口融資先の育成・開拓を中心に業務を展開し、

          地元企業の資金需要に幅広く応える一方、不良債権の整理・回収にも注力してまい

          りました。その結果、平成１２年３月末残高は５，３９０億円、１２年９月末は

          ５，２７０億円となりました。

      Ｃ．有価証券について

            有価証券については、市場動向などを踏まえて、利回り確保に努めるとともに、

          積極的な投資を行った結果、平成１２年３月末残高は１，００７億円、１２年９月

          末は１，１３８億円となりました。

      Ｄ．自己資本比率について

            時価会計を採用した影響もあって、平成１２年９月末の自己資本比率は５．０５％

          と、１２年３月末（６．７８％）対比１．７３ポイント低下いたしました。



８

   （ハ）中期経営計画「ぎふぎん革命２１」の概要

           当行では、平成１１年２月に中期経営計画「ぎふぎん革命２１」を策定、１５０項

         目にわたる改善策を立案、その進捗状況を四半期毎にチェックする体制を確立し、

         「収益を稼げる銀行、儲かる会社」との信認を、預金者を含む市場関係者から得るべ

         く、従来にも増して体質改善努力を積み重ね、基礎的な収益力の抜本的改善を図って

         まいりました。

           本計画では、下記の基本精神により、あくまで地域に根ざし、知恵と汗を惜しまず、

         「収益」の二文字をあらゆる行動の基軸として、業務運営を図っております。

                ＜「ぎふぎん革命２１」の基本精神＞

                 ●内部はＩＴをフルに活用して徹底的に合理化する。

●対顧客折衝に当っては、顔の見える地域庶民金融機関ならではの

  原点に立脚したフェイス・トゥー・フェイスによる付加価値の高い

  営業を展開する。

  

                  「収益を稼げる銀行、儲かる会社との信認を得ること」を目指す

           さらに、平成１１年６月の東海銀行との提携以降、本計画は、同行の支援のもと、

         その具体的展開に必要な戦略・仕組みをまとめた「ぎふぎん革命２１パートⅡ」（平成

         １１年１１月策定）、及び具体的な計数目標と行動指針をまとめた「ぎふぎん革命２１

         パートⅢ」（平成１２年７月策定）に発展させております。これにより新たなビジネス

         モデルを構築するとともに、同時並行的にその具体的な運用を開始し、計画達成に向

         けて全力で取り組んでおります。

   ロ．今後の業績見通し

         今後、上記中期経営計画に基づいて新たな施策を順次実行に移し、高収益体質の銀行

       として生まれ変わってまいります。

   （イ）運用計画

           総資産につきましては、地元中小企業向け貸出及び個人ローンを中心に増加を図り、

         平成１６年度の総貸出平残は５，４８９億円と、１２年度対比年平均１．２％の伸び

         を見込んでおります。

   （ロ）収益計画

           平成１２年度では、コア業務純益(資金損益＋役務損益－経費)は１５億円程度と前

         年比△１５億円の水準を見込んでおりますが、上記運用計画の遂行及び経費の削減に

         よる改善から、１３年度以降は増加に転じ、１６年度では５０億円程度のコア業務純

         益を見込んでおります。



９

   （ハ）自己資本比率

           平成１３年３月の第三者割当増資の実施及び公的資金の導入により、１４年３月末

         には８％台後半に向上する見込みであります。その後は、剰余金の蓄積等により、

         １７年３月末には９％台に向上する見込みであります。
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（図表１－１)収益動向及び計画
12/3月期

実績

12/9月期

実績

13/3月期

見込み

14/3月期

計画

15/3月期

計画

16/3月期

計画

17/3月期

計画

(規模)<資産、負債は平残、資本勘定は末残>                                                                       (億円)

    総資産 7,387 7,150 7,062 7,025 7,018 6,965 6,999

  貸出金 5,610 5,299 5,232 5,191 5,293 5,384 5,489

  有価証券 1,069 1,187 1,216 1,363 1,363 1,363 1,363

  繰延税金資産（末残） 81 82 80 80 80 80 80

    総負債 7,179 6,923 6,831 6,639 6,645 6,607 6,654

  預金・ＮＣＤ 6,999 6,736 6,636 6,445 6,450 6,412 6,458

  再評価に係る繰延税金負債（末残） 6 6 6 6 6 6 6

    資本勘定計 207 137 148 275 293 319 354

  資本金 74 74 123 183 183 183 183

  資本準備金 41 41 90 77 77 77 77

  利益準備金 － － － － 0 0 1

  剰余金 83 70 ▲ 72 6 24 49 83

(収益)                                                                                                        (億円)

    業務純益 32 9 ▲ 4 24 37 49 56

  資金運用収益 174 80 158 157 161 177 199

  資金調達費用 28 12 23 19 19 30 50

  国債等債券関係損(▲)益 1 0 ▲ 15 2 2 2 2

  経費 119 61 122 117 115 111 100

人件費 56 30 59 52 48 45 43

物件費 56 27 57 59 61 60 51

  一般貸倒引当金繰入額 0 0 4 2 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 2

    不良債権処理損失額 61 3 81 16 17 17 18

    株式等関係損(▲)益 37 ▲0 ▲ 24 － － － －

  株式等償却 － － － － － － －

    経常利益 8 6 ▲ 108 7 20 30 38

    特別利益 0 0 0 0 0 0 0

    特別損失 7 25 46 0 0 1 0

    法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0 0 0

    法人税等調整額 ▲ 1 ▲ 4 1 － － － －

    税引後当期純利益 1 ▲ 13 ▲ 156 6 19 29 38

(配当）                                                                                               (億円，円、％)

    配当可能利益 83 12 ▲ 73 5 23 48 82

    配当金 － － － 1 3 4 4

    一株当り配当金(普通株) － － － － 1.00 1.50 2.00

    配当率（普通株） － － － － 2.00 3.00 4.00

    配当率（優先株） － － － 1.21 1.21 1.21 1.21

    配当性向 － － － 22.5 16.1 13.7 12.6

(経営指標)                                                                                                      (％)

    資金運用利回(A) 2.42 2.31 2.30 2.29 2.34 2.59 2.88

  貸出金利回(B) 2.67 2.65 2.64 2.65 2.65 2.90 3.20

  有価証券利回 1.99 1.49 1.38 1.31 1.39 1.41 1.58

    資金調達原価(C) 2.09 2.16 2.19 2.11 2.07 2.21 2.33

  預金利回(含むNCD)(D) 0.35 0.31 0.31 0.28 0.27 0.46 0.76

  経費率(E) 1.70 1.82 1.84 1.83 1.79 1.74 1.56

人件費率 0.81 0.90 0.90 0.82 0.75 0.71 0.68

物件費率 0.80 0.81 0.86 0.92 0.96 0.95 0.80

    総資金利鞘(A)-(C) 0.33 0.15 0.11 0.18 0.28 0.38 0.55

    預貸金利鞘(B)-(D)-(E) 0.62 0.51 0.48 0.54 0.59 0.70 0.88

    非金利収入比率 2.16 2.03 2.19 2.12 2.06 2.00 1.99

   ＲＯＥ(業務純益/資本勘定) 15.67 6.90 ▲2.85 8.85 12.90 15.35 16.04

   ＲＯＡ(業務純益/総資産) 0.44 0.13 ▲ 0.06 0.35 0.54 0.70 0.81
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(図表１－２)収益動向及び計画（連結ベース）

12/3月期

実績

12/9月期

実績

13/3月期

見込み

 (規模)<末残>                              (億円)

    総資産 7,215 7,014 7,008

  貸出金 5,408 5,289 5,162

  有価証券 1,007 1,138 1,250

  繰延税金資産 81 82 80

    総負債 7,006 7,014 6,871

  預金・ＮＣＤ 6,802 6,670 6,397

  再評価に係る繰延税金負債 6 6 6

    資本勘定計 207 136 146

  資本金 74 74 123

  資本準備金 41 41 90

  利益準備金 0 0 0

  連結剰余金 84 70 ▲ 71

（収益）                                                        （億円）

    経常収益 233 92 187

  資金運用収益 175 81 159

  役務取引等利益 15 7 15

    経常費用 224 85 295

  資金調達費用 28 12 23

  役務取引等費用 8 4 8

  営業経費 122 62 125

  その他経常費用 64 5 111

  貸出金償却 0 0 0

貸倒引当金繰入額 57 0 82

一般貸倒引当金純繰入額 0 0 4

個別貸倒引当金純繰入額 57 0 78

   経常利益 8 6 ▲ 108

   特別利益 0 0 0

   特別損失 7 25 46

   税金等調整前当期純利益 1 ▲ 18 ▲ 154

   法人税、住民税及び事業税 0 0 0

   法人税等調整額 ▲ 1 ▲ 4 1

   少数株主利益 0 0 0

   当期純利益 1 ▲ 13 ▲ 156
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 (図表２)自己資本比率の推移  基準：国内基準

                  (億円)

12/3月期

実績

12/9月期

実績

13/3月期

見込み

14/3月期

計画

15/3月期

計画

16/3月期

計画

17/3月期

計画

資本勘定 198 128 140 265 281 306 340

 税効果相当額 81 86 80 80 80 80 80

 その他有価証券評価差損 － ▲ 57 ▲1 ▲1 ▲1 ▲1 ▲1

その他 － － － － － － －

TierⅠ計 198 128 140 265 281 306 340

負債性資本調達手段等 － － － － － － －

有価証券含み益 － － － － － － －

土地再評価益 6 6 6 6 6 6 6

貸倒引当金 25 25 23 24 24 23 20

その他 － － － － － － －

Upper TierⅡ計 32 32 30 30 31 30 27

負債性資本調達手段等 45 45 45 45 45 45 37

その他 － － － － － － －

Lower TierⅡ計 45 45 45 45 45 45 37

TierⅡ計 77 77 75 75 76 75 64

TierⅢ － － － － － － －

自己資本合計 276 204 215 340 357 381 404

(億円)

リスクアセット 4,070 4,047 3,813 3,858 3,933 4,005 4,075

オンバランス項目 3,982 3,966 3,732 3,777 3,852 3,924 3,994

オフバランス項目 87 80 80 80 80 80 80

その他(注２) － － － － － － －

(％)

単体自己資本比率 6.78 5.05 5.64 8.82 9.08 9.52 9.91

TierⅠ比率 4.88 3.16 3.67 6.86 7.15 7.65 8.35

連結自己資本比率（参考） 6.81 5.09 5.70 8.85 9.11 9.55 9.94

上場株式の評価方法 原価法 時価法 時価法 時価法 時価法 時価法 時価法

（注１）上記試算に係る前提条件

        ・平成１２年度下期に自己調達として９８億円の第三者割当増資を実施。

（注２）マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額。
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                           愛知県尾張地域

                              名古屋市

（２）業務再構築のための方策

   イ．今後の経営戦略

         当行では、平成１１年２月に中期経営計画「ぎふぎん革命２１」を策定しました。

         本計画では、狭域高密着のシルバー社会重視路線を一層鮮明にしつつ、徹底したフェ

       イス・トゥー・フェイスによる付加価値付き営業の展開により、「収益を稼げる銀行、

       儲かる会社との信認を得ること」を基本精神に掲げ、抜本的な体質改善に向け、行内の

       意思統一を図ってまいりました。

         また、平成１１年６月に東海銀行と提携、人材を受け入れたのを機に、同行の優れた

       ノウハウを取り入れ、「ぎふぎん革命２１」を支える営業体制の仕組みを革新する「ぎ

       ふぎん革命２１パートⅡ」を策定しました。さらに、平成１２年７月に至り、この仕組

       みを前提に、中小企業との取引深耕・開拓、個人向け融資の拡大を中軸に、金利変動に

       左右されないスプレッド収益・手数料収益の増強、リスク管理の徹底による償却・引当

       の圧縮など、具体的な計数目標やスピーディーな行動指針をセットした「ぎふぎん革命

       ２１パートⅢ」を策定しました。

         本計画で策定された仕組み及び実現のための手法は、第二地銀の中では、抜きん出て

       新しいビジネスモデルであり、盛り込まれたプランが実現の暁には、当行の経営効率・

       収益力は、飛躍的に向上するものと考えております。

         また、「ぎふぎん革命２１」における所期の目標を達成するためには、今後一層、優

       れたノウハウを持つ東海銀行の全面的支援が必要不可欠であります。平成１３年３月の

       第三者割当増資により、東海銀行の持分法適用関連会社となるのを機に、提携をさらに

       強化し、同行の全面的支援のもと、「ぎふぎん革命２１」を完遂することによる経営健

       全化が、当行の最大の課題であると認識しております。

         以上により、地域経済において円滑な資金供給を行い、地域に不可欠な金融機関とし

       ての使命・役割を果たしてまいります。

   ロ．当行の営業ドメイン

         当地域では、愛知県を中心として岐阜県中南部、東濃地域に至るまでのエリアが、一

       体的な経済圏を形成しています。当行は、岐阜市及び岐阜県南部、岐阜県中東濃地域、

       及び名古屋市を中心とした愛知県尾張地域の３地域を結ぶ三角形状のエリアを、ドメイ

       ンとして、営業展開を図ります。この地域は、愛知県尾張地域とその北辺を中心とした

       製造業の産業集積に伴って数多く立地する中小企業群や、岐阜市を中心とする商業集積

       に対する資金運用地盤としても、また、岐阜市、中東濃地域を中心とする資金吸収地盤

       としても、当行の営業ドメインとして相応しいエリアであると考えております。

         東海銀行との提携を機に、東海銀行の東海圏における戦略展開の一翼を担い、同行と

       の業務上の提携・分担、店舗ネットワーク補完の役割を果たしてまいります。

                 ＜当行ドメインのイメージ＞

                                           岐阜市

                             岐阜県南部              岐阜県中東濃地域
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ぎふぎん革命２１のビジネスモデル

個人・中小企業マーケットに特化した営業体制の構築

◆ねらい                                         ◆仕組み

 ○地域におけるシェアアップによる収益力強化       ○顧客階層別渉外体制…顧客ニーズに応じた渉外活動

 ○提案営業力の強化                               ○営業支援システム…情報装備と情報共有

 ○新しいデリバリーチャネルによる新規顧客の獲得   ○融資案件在庫管理システム…本部サポート強化

                                                  ○保証付きスピードローンの発売

                                                  ○住宅ローン推進チームの編成…宅建業者との提携

                                                  ○カードローンの２４時間受付体制（融資センター）

                                                  ○預り金融資産関連業務

                                                  ○シルバー社会重視路線

ローコスト経営の徹底

（経営資源の再配分）

◆ねらい

 ○店舗ネットワークの効率的展開

 ○事務効率向上と店頭営業力の強化

◆仕組み

 ○ハブ＆スポーク店舗ネットワークの構築

 ○営業店後方事務のセンター集中化

 ○店舗統廃合

リスク管理力の強化

◆ねらい

 ○信用リスクの適確な把握

 ○市場リスクの定量把握

◆仕組み

 ○信用格付の整備

 ○市場リスクのモニタリングとコントロール

組織風土刷新

 ◆ねらい

  ○成果・能力に基づいた正当な人事評価

○新体制に対応できる人材の育成

 ◆仕組み

  ○成果・能力主義人事制度

  ○新退職金制度

  ○階層別研修体系の再構築

管理会計の導入と

部門別損益責任の明確化

◆ねらい

 ○部門別損益責任の明確化

 ○営業店損益の正当な評価

◆仕組み

 ○スプレッドバンキング

 ○収益達成度による業績評価

経営体質の抜本的改善

財務体質の強化

自 己 資 本 の 充 実

   ハ．当行の目指す姿

東
海
銀
行
か
ら
の
業
務
支
援
・
資
本
支
援
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©

    ニ．個人・中小企業マーケットに特化した営業体制の構築

          「ぎふぎん革命２１パートⅡ，Ⅲ」で策定されたビジネスモデルを実現させる諸施

        策のうち、個人・中小企業マーケット向け営業力強化のために、以下のような仕組み

        と具体策の展開を目指しております。

      （イ）営業力強化のための仕組み

          Ａ．顧客階層別渉外体制

              渉外活動のレベルアップを図るため、渉外職員を地区別だけではなく、取引内

            容に応じてセグメントし、各層のニーズに最大限応えられる体制を敷く必要があ

            ります。

              当行では、各々のニーズに応じたスキルを持つ渉外職員を階層別に区分・配置

            することにより、生産性や顧客満足度の高い営業活動を行います。すでにこの線

            に沿って、平成１２年中に渉外職員向け研修を実施済みで、今年度内に認定試験

            による区分を行い、順次配置する予定です。

（渉外タイプ区分）

渉外区分 職　　　　　能

ＦＡⅢ

財務・税務等の専門知識を有し、本部提案営業課と連携して、顧客ニーズ発

掘や、相談業務・情報提供等の高付加価値の提案営業が展開できる。また、

配属店でＦＡⅡ、ＦＡⅠの教育ならびに現場指導を行う。

ＦＡⅡ
ＦＡⅢに準ずる知識･能力を有し、投融資相談、情報提供等付加価値付サービ

スを提供できる。

ＦＡⅠ
預貸両面に亘り、単純な業務、定型化された業務について、データベースを

背景に効率的かつ効果的な営業を展開できる。

パート

嘱　託

預金関係の定型化された業務（集金、満期管理、取引メイン化等）について、

効率的かつ効果的な活動を行う。

　顧客階層別渉外体制のイメージ

　 　　　　　　　

               　預り資産　     　　　　     　　   融 資

　　　　　　　　　　  　　　　 　  ＦＡⅢ 　  　     

                                                   事業融資

          　個人財務相談　　　　   ＦＡⅡ 　 　　  法人提案営業

　　　                 　　　　　　　　　　　　  　     

　　　　　　　　　　　　　　                             

　                                 ＦＡⅠ             保証協会融資

　  取引基盤拡充　　　　　　　　　         　　 　 アパートローン

        預金業務　　 　              　　　　　　　  　住宅ローン

　　　　　　　  　　　   　 　パート・嘱託渉外                     

        　　　　

高さ軸が金額、平面軸が顧客数のイメージ



１６

　  　     Ｂ．営業支援システムの構築

　 　　  　      渉外職員の業務効率化、役席者による部下の行動・成果管理のリアルタイム

               化、さらに営業店間及び本部・営業店間の情報共有化による顧客サービス向上

               等を目的に、営業支援システムの構築を進めています。

                 本システムは、平成１３年５月稼動に向け準備中で、イントラネット網と携

               帯端末（ＰＤＡ）を一体として構築することにより、渉外職員の業務革新を図

               ります。

      営業支援システムのイメージ図

                                                            実績値

                                                            計画値

         他システム           ホスト・情報系ＤＢ         （本 部）

                                                           計数管理他

     

    行動管理・顧客情報管理       営業支援          目標実績管理      実績値

       訪問予定   定例訪問先     データベース群      （営業店）        計画値

                 顧客情報       営業支援サーバ        営業店業務計画策定

       携帯端末   期日情報

       渉外活動   訪問結果                   案件管理        担当者管理

     （訪問メモ） 案件情報                  ･案件進捗管理     ･担当者登録

                 ニーズ情報                ･各種報告書         ･管理顧客

       活動評価                報  告        作成支援           ･担当引継



１７

           Ｃ．ハブ＆スポーク店舗ネットワークの構築

                 従来の平均主義あるいは総花主義的な店舗施策から脱皮し、特定のエリアに

               おける市場特性にマッチした形で、地域の中核店（ハブ店）としての総合型店

               舗とその周辺の衛星店（スポーク店）を配置し、相互に機能的に連携した店舗

               ネットワークを構築します。

                 今後は、営業エリア内における各店舗の在り方に関する再検討、及び営業店

               の立地特性の分析を一層進め、個別店舗の店質の見直しを行い、その結果を踏

               まえて、ネットワークを構築してまいります。

        ハブ＆スポーク店舗ネットワークのイメージ

           スポーク店                                      スポーク店

        インストアブランチ                                 個人・小企業

                                ハ ブ 店

                              法 人・個 人

         スポーク店                                        スポーク店

         ローン店舗                                         個人特化

                                                

           Ｄ．営業店後方事務のセンター集中化（バックレス化）と店頭営業体制の強化

                 当行では、平成１２年９月より順次、４つの集中センターを開設し、預金・

               為替・ローン・融資業務の集中化を推進しております。これにより、営業店内

               部事務の極小化を図り、１４年３月までには、概ね内部事務の７～８割をカッ

               トすることになります。

                 営業店は、住宅ローンや個人預金の増強など店頭営業力の強化に取組み、窓

               口セールス・相談業務等顧客サービスに専念することにより、ＣＳ（顧客満足

               度）の高い営業拠点といたします。

           Ｅ．スプレッドバンキング

                 当行では、営業店収益管理にあたって、従来の本支店レート方式から、平成

               １３年４月よりスプレッドバンキング方式に変更いたします。これにより、個

               別採算管理が可能となり、営業店は明確に収益を意識した営業活動を行うこと

               ができます。
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      （ロ）具体的展開策

         Ａ．中小企業向け融資

         （Ａ）基本方針

                 当行では、従来から域内の中小企業に対する円滑な資金供給に努めてまいり

               ましたが、今後とも多様化・高度化するニーズに積極的に対応してまいります。

               特に、顧客階層別渉外体制に対応したＦＡⅢ・ＦＡⅡ、及びハブ＆スポーク店

               舗ネットワークにおけるハブ店を中心に、渉外業務のエネルギーを融資取引の

               開拓・深耕中心にシフトさせ、収益性の高い渉外活動に転換させます。

         （Ｂ）具体策

             ○ハブ＆スポーク店舗ネットワークにおけるハブ店が法人融資先を担当し、エリ

   ア別戦略に基づいた活動を行います。

             ○営業支援システムを、平成１３年５月に導入し、渉外担当者の情報装備、営業

               店間、及び営業店と本部間との情報共有化を進めます。

             ○融資案件発掘ツールの作成・全店配布とあわせ、融資案件の発掘及び本部サポ

   ート強化を図ります。

             ○本部専門スタッフによる、ＥＢ、財務等の相談業務支援体制を充実させ、本部・

   営業店一体となってコンサルティング機能の高度化を進めます。

             ○中小企業のニーズに迅速に対応するため、スモールビジネス向けスピードロー

   ンを開発します。

             ○顧客階層別渉外体制にマッチした融資スキルを、渉外職員に身に付けさせる目

   的で、ファイナンシャルアドバイザー研修を実施しております。

             ○平成１２年度より、店別総合業績表彰及び渉外個人表彰において融資開拓のウ

   ェイトを高くし、マインド向上を図りました。

         Ｂ．個人ローン業務

         （Ａ）基本方針

                 住宅ローン、消費者ローン等の個人ローンは、当行の最も重要な収益基盤と

               位置付け、経営資源を集中的に投下して積極的に推進する方針です。住宅ロー

               ンは、将来の個人取引基盤確保の重要な手段であり、重点商品と考えておりま

               す。消費者ローンは、外部提携によるスピーディな審査が可能な商品を集中的

               に投入し、幅広いニーズに応えてまいります。

                 また、新聞・テレビ等による広告宣伝や、電話・ＦＡＸ・インターネット等

               営業店以外のデリバリーチャネルにより、従来の当行顧客層とは異なる階層に

               もアプローチし、新規顧客獲得にも注力してまいる方針です。

         （Ｂ）具体策

             ○本部内に住宅ローン推進チームを編成し、岐阜県南部、愛知県尾張地域、及び

   名古屋市において、宅建業者にアプローチしており、今後とも強化する方針で

   す。

             ○大手住宅業者とタイアップし、提携住宅ローンを開始しました。

             ○本部専門スタッフと営業店の連携を強化し、富裕層に対するアプローチを推進
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   します。これにより、個人資産の有効活用等の相談業務を通じた資金需要の発

   掘にも注力してまいります。

             ○消費者金融会社との提携による２４時間受付のスピードカードローンと、証貸

   形式の保証付きスピードローンを発売しました。いずれも、スピーディな審査

   により、顧客への迅速な対応が可能になりました。特に、前者は本部に受付セ

   ンターを設けたり、インターネットからの借入申込書のダウンロードにより、

   営業店等の従来のデリバリーチャネルとは異なるチャネルで、推進を図ってお

   ります。

         Ｃ．預り金融資産関連業務

          （Ａ）基本方針

                  個人の預り金融資産関連業務は、リテール業務を支える重点項目と位置付け、

                デリバリーチャネルの多様化による新しい商品・サービスの提供について、ロ

                ーコスト化を図りながら顧客ニーズに対応し、推進してまいります。

          （Ｂ）具体策

○資金吸収については、渉外のパート化及び来店誘致型商品の開発、シルバー向

  け改良型ＡＴＭ等店頭営業力強化による推進をいたします。

○年齢優遇定期預金を、平成１１年１１月に発売しました。本商品は、年齢とと

  もに預金金利が高くなる商品性となっております。

○平成１１年４月より、ポイント・サービス「元気いきいき応援パック」を開始

  しました。このサービスでは、５０歳以上の取引先を対象に、年金・給与振込

  指定等の取引内容により、金利優遇や手数料割引のサービスを実施し、個人取

  引のコア項目である年金振込口座や個人預金の推進を図ります。

○本部の年金専門スタッフによる年金相談会を各営業店で実施し、年金振込指定

  の増強を図っております。平成１２年度は１１ヶ月間で８３回開催し、参加人

  数は延べ１，１５２人を数えました。

○平成１１年１０月に投資信託窓口販売を開始し、１２年１１月には取扱を全店

  （東京支店、バロー多治見店出張所を除く）に拡大しました。

○外貨定期預金の推進を強化し、平成１３年４月より、従来外国為替取扱店のみ

  となっていた預金証書の発行を、全店で行えるようにいたします。

         Ｄ．シルバー社会重視路線

          （Ａ）基本方針

                  当行では、他金融機関に先駆けて、平成１０年４月にシルバー社会重視路線

                を打ち出しました。経営理念でもこれを標榜し、専門部署を設置、その思想を

                行内に浸透させるとともに、関連する施策・商品・サービスについて検討を重

                ね、逐次実施しております。これにより、当行取引基盤拡大とともに、シルバ

                ー産業発展にも貢献してまいります。

          （Ｂ）具体策

○シルバー社会に関連するサービスは、事業者、個人とも関連情報不足が大きな

  ネックとなっている点に着目し、シルバー関連の事業者とシルバー層個人顧客

  間の情報の媒介を行ったり、事業者同士の連携を推進することを目的として、
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  「ぎふぎんシルバーサービス・ネットワークシステム」を創設（平成１１年

  １０月）、現在、事業者会員が１７０先余、個人会員が５万名余となっており

  ます。特に、事業者会員間の連携の仲介では、具体的成果の事例もあり、シル

  バー関連事業者の経営支援に資するものと考えております。

○上記「ぎふぎんシルバーサービス・ネットワークシステム」個人会員向けに、

  幅広い関連情報の提供を目的に、情報誌「なも」を、平成１２年４月から年４

  回発行しております。

○東海銀行関連の代金回収サービス会社と提携して、公的介護保険指定事業者向

  けに「公的介護保険における利用者負担代金回収サービス」を、平成１２年４

  月から提供しています。

  ○大手シンクタンクの関連会社と連携して、「介護報酬インターネット電子請求

    サービス」を、平成１２年９月から提供しています。

○当行の旧社宅建物（他社所有）を改築、当地大手の在宅介護サービス事業者に

  賃貸し、シルバービジネスでの有効活用を図っております。

         Ｅ．その他

               多様化する顧客ニーズに対応すべく、下記の新サービスについて、平成１３年

             ４月以降の早急な取扱開始に向け、鋭意準備中です。

               ○保険の窓口販売

               ○インターネット・バンキング及びモバイル・バンキング

               ○デビット・カード

               ○クレジットカードとキャッシュカードの一体型カード
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    ホ．ローコスト経営の徹底（経営資源の再配分）

     （イ）基本的な考え方

        　   経営資源の効率的配分により、営業力の強化、事務効率の向上を進めます。

             平成９年３月期及び１０年３月期の赤字決算以降、人件費や物件費の見直しを行

           ってまいりましたが、今後更なる抜本的な業務の見直しにより、大幅な経費削減を

           図り、１７年３月期には、多くの経営効率関連指標において、第二地銀平均を上回

           る水準にまで向上させます。

     （ロ）人件費

        Ａ．職員数の削減

              在籍人員につきましては、平成８年度以降の新卒者採用の抑制及び退職による

            自然減に伴い、１３年３月末には８年３月末対比３２２人減少する見込みです。

              １３年度以降については、本部組織のスリム化、渉外パートタイマーの採用、

            営業店内部事務のセンター集中化、及び店舗ネットワークの見直し等により、

            １７年３月末には、在籍人員７１１人、実働人員５９７人まで削減いたします。

             

  （職員数の推移）                                                        （単位：人）

平成８年

３月末

平成１３年

３月末

増減数

（８年３月末対比）

平成１７年

３月末

増減数

（１３年３月末対比）

総 人 員 １，２００ ８７８ △３２２ ７１１ △１６７

実働人員 １，０５７ ８１５ △２４２ ５９７ △２１８

        Ｂ．人件費の削減

              これまで、職員数を削減するほか、次のとおり人件費の削減を実施してまいり

            ました。

              今後さらに上記のとおり、業務運営の生産性向上・効率化を推進することによ

            り、平成１６年度には１２年度対比１６億円を削減いたします。

           (人件費の推移)                                            (単位：百万円)

７年度 １２年度 １６年度
増減額

（１２年度対比）

人 件 費 ７，３４０ ５，９８５ ４，３８５ △１，６００

        （Ａ）給与体系の見直し

                平成１１年４月に、成果・能力主義給与体系に移行し、従来の年功主義給与

              体系による月額給与の上昇を抑制いたしました。

        （Ｂ）職員賞与の圧縮

                職員賞与につきましても、赤字決算の平成８年度以降大幅に圧縮しておりま

              す。
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        （Ｃ）役員報酬の減額

                役員報酬は、現在基準額の約１６～４５％をカットしております。

                利益処分による役員賞与については、業績低迷を背景に平成４年度から支給

              しておりません。

                また、役員退職慰労金についても、平成１０年度以降は、支給基準額の４分

              の３をカットしております。

       

     （ハ）物件費

             以下のような抜本的な対策を実施し、物件費総額の更なる削減に取り組みます。

            (物件費の推移)                                            (単位：百万円)

７年度 １２年度 １６年度
増減額

（１２年度対比）

物 件 費 ５，８２３ ５，７１８ ５，１７８ △５４０

        Ａ．物件費の削減

　      （Ａ）店舗統廃合

                地域金融機関の大きな使命である地域経済、特に個人・中小企業への円滑な資

              金供給の観点からも、利便性の高い店舗ネットワークの構築は不可欠であります

              が、経費削減と経営資源の再配分の観点から、平成１３年度以降に１５ヶ店の店

              舗統廃合を実施いたします。これにより、１７年３月末には８年３月末（ピーク

              時）対比２０ヶ店減少し、４３ヶ店体制となります。

　　　     

           （店舗数の推移）                                             （単位：店）

８年３月末 １３年３月末 １７年３月末

一般店 ６１ ５５ ４２

出張所 ２ ３ １

合　計 ６３ ５８ ４３

        （Ｂ）事務集中部門のアウトソーシング

                平成１３年上期に集中センター事務を関連子会社に全面委託する予定です。

              このため、物件費は一時的に増加しますが、人件費を含めた経費全体では圧縮

            されることになります。
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        （Ｃ）機械化関連投資

   　　 　 　   平成９年３月期以降の赤字決算を踏まえ、機械化関連投資を見送ってきた結

              果、経営効率や顧客サ－ビスの点では見劣りしているため、今後ＣＳの向上、

              ロ－コスト経営及び営業力強化の観点から、東海銀行の支援のもと、物件費総

              額の削減を図りつつも、機械化・システム化は強力に推進してまいります。

           （今後予定している主な機械化関連投資案件）

目　的 内  容 時　期

ＣＳ向上 新型ＡＴＭ 平成１３年１月より順次

収益管理 スプレッドバンキングシステム 平成１３年度上期

信用スプレッド算出システム 平成１３年度上期
リスク管理

自動審査システム 平成１３年度上期

営業支援システム 平成１３年２月より順次
営業戦略

インタ－ネットバンキング 平成１３年５月予定

営業店情報システム 平成１３年１月に完了

印鑑検索システム 平成１４年度上期より順次

為替ＦＡＸ－ＯＣＲ 平成１２年８月より順次
事務効率化

新型テラ－ズマシ－ン 平成１４年度上期より順次

       Ｂ．遊休資産の処分

             平成９年以降、社宅等の遊休不動産の売却を進めてまいりました。

             現在は遊休不動産はありませんが、店舗統廃合により遊休化する不動産は順次

           処分いたします。

             

            ＜過去に処分した遊休不動産＞

処分年月 遊休不動産の内容 処分方法

平成９年１月 旧瑞浪支店跡地（岐阜県瑞浪市） 売却

    ９年２月 旧独身寮の土地（名古屋市北区） 売却

    ９年３月 運動場（岐阜県関市） 売却

    ９年３月 富山支店支店長社宅（富山県富山市） 売却

    ９年１２月 厚生施設の予定用地（岐阜県高鷲村） 売却
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（図表３）リストラ計画

１２／３月末１３／３月末 １４／３月末１５／３月末 １６／３月末１７／３月末

実績 見込み 計画 計画 計画 計画

（役職員数）

 役員数                   （人） 12 11 10 10 10 10

 うち監査役数          （人） 3 3 3 3 3 3

 従業員数（注）           （人） 911 868 835 778 724 701
（注）事務職員、庶務職員合算。在籍出向者を含む。嘱託、パート、派遣社員は除く。

（国内店舗・海外拠点数）

 国内本支店（注１）       （店） 57 55 53 47 42 42

 海外支店（注２）         （店） 0 0 0 0 0 0

（参考）海外現地法人      （社） 0 0 0 0 0 0

（注１）出張所、代理店を除く。

（注２）出張所、駐在員事務所を除く。

１２／３月期 １３／３月期 １４／３月期１５／３月期 １６／３月期１７／３月期

実績 見込み 計画 計画 計画 計画

（人件費）

 人件費                 （百万円） 5,682 5,985 5,292 4,829 4,578 4,385

 うち給与・報酬      （百万円） 4,173 4,036 3,721 3,420 3,239 3,083

 平均給与月額            （千円） 368 368 368 368 368 368

（役員報酬・賞与・退職慰労金）

 役員報酬･賞与･退職慰労金(百万円） 109 109 139 92 92 92

 うち役員報酬        （百万円） 108 103 95 92 92 92

 役員賞与（注１）    （百万円） 0 0 0 0 0 0

 役員退職慰労金(注２) (百万円） 1 6 44 0 0 0
（注１）人件費及び利益処分によるものの合算。使用人兼務の場合、使用人部分を含む。

（注２）１４年３月期は、取締役３名、監査役２名の退任を前提に算出。

（物件費）

 物件費                  （百万円） 5,656 5,718 5,939 6,166 6,086 5,178

 うち機械化関連費用(注)(百万円） 2,203 2,216 2,149 2,259 2,367 1,718

 除く機械化関連費用   （百万円） 3,453 3,502 3,790 3,907 3,719 3,460
（注）リース等を含む実質ベースで記入。
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   ヘ．管理会計の確立とその活用の方策

       　当行は、これまで部門別の損益状況把握が十分ではなかったので、今後は管理会計の

       手法を採り入れ、ＡＬＭ部門、信用リスク部門及び営業推進部門に区分して、部門別の

       損益責任を明確化します。

         収益管理制度、ＡＬＭのレベルアップ等については、東海銀行のノウハウを導入し、

       リスク管理のさらなる精度向上に努めてまいります。

    （イ）収益管理

       Ａ．総合予算制度

             当行では、毎期末（３月・９月）に、当期の決算見込み・諸計数の予測を行った

           上で、中期経営計画を基本とした翌期の総合予算（資金計画・収益計画）を策定し

           ております。

             総合予算では、期次・月次の予算を策定し、日常的に調達・運用の増減、科目別

           の利回りの推移、役務収支及び全体収益状況のモニタリング・フォローアップを行

           っており、目標予算の達成を目指す体制となっております。

       Ｂ．営業店収益管理

             営業店収益管理にあたってはこれまで本支店間レートを用いておりますが、取引

           実行後あるいは金利更改後の金利リスクが営業店に賦課され、営業店収益の実態に

           関して、必ずしも適確な評価がなされていませんでした。

             この問題点を解決するために、スプレッド方式による新収益管理システムを、平

           成１３年４月から導入します。

             本システムでは、営業店から金利変動リスクを排除します。これにより、個別取

           引の収益性を客観的な視点から計量化することが可能になり、営業店の営業活動を

           収益性の観点から正当に評価し、精度の高い収益管理を行うことができます。

             また、貸出金については、「行内格付」毎のデフォルト率や担保保全状況、延滞

           状況等に基づいた適正なプライシングの実現、及び与信リスク管理の強化を企図し

           ております。

       Ｃ．ＡＬＭ

             金利予測を前提に預金・貸出等、当行全体の資産と負債のバランスを適切に管理

           し、安定収益を確保することを目的にリスク統括室長を委員長に、頭取、リスク統

           括室、総合企画部、市場国際部の各担当役員及び室部長を委員として、ＡＬＭ委員

           会を月１回程度開催しております。

             審議内容は、

             ①経済見通し及び金利予測

    ②リスク・リターン状況の把握・分析

    ③流動性リスクの状況把握

           です。審議結果は、都度常務会に報告しております。

             今後は、スプレッド方式への移行に伴って、預金や貸出等の金利変動リスクを、

           ＡＬＭ部門に集中し一元管理することにより、複雑化するマーケットリスクに対し

           て、ＡＬＭ運営内容の高度化を図り、効率的かつ機能的な金利リスクのコントロー
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           ル体制を、東海銀行のノウハウを導入し構築してまいります。

  

    （ロ）行内格付

       Ａ．現状

             当行は、平成１２年３月から、客観性維持の観点から財務内容の定量評価を重

           視した格付制度に改定し、１２月にはほぼ全対象先の新信用格付の付与を完了し

           ました。新信用格付は自己査定の債務者区分との整合性を持たせています。

       Ｂ．今後の方向性

             新しい信用格付制度の運用を定着させるとともに、企業実態をより反映した分析

           を行い信用格付の精度を高め、以下の方策により、経営管理に活用してまいります。

       （Ａ）個別審査への活用

               個別与信の審査業務において、信用格付を信用リスクの客観的指標として、取

             引方針決定等にあたっての最重要指標として活用することにより、審査体制を強

             化します。

       （Ｂ）貸出金利水準の適正化

               当行では、銀行収益の大部分を占める貸出金収益について、平成１１年１１月

             に、リスクに見合った収益確保の観点から、財務データと保全率による付利基準

             を制定いたしました。今後は、信用格付別の貸出金利体系を設定するとともに、

             スプレッドバンキングと営業支援システムにより、採算管理を強化していく方針

             です。

       （Ｃ）ポートフォリオ管理

               貸出資産の健全性向上とリスク量の把握のため、大口与信先については毎月末

             残高推移を、また倒産確率の高い業種については、その残高推移及び構成比をチ

             ェックしておりますが、今後はそれぞれのリスク分析に基づいて、リスク分散の

             ための与信限度額を設定、最適な資産配分の諸施策を展開してまいります。

       （Ｄ）ローングレーディングについて

               今後は、信用格付制度に基づいた債務者毎の信用リスクの把握だけではなく、

             与信案件毎に信用リスクを把握する与信格付制度、すなわちローングレーディン

             グを活用することが重要であると考えます。

               当行では、現状ローングレーディングに関する対応は行っておりませんが、活

             用に向けて検討してまいります。
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   ト．リスク管理体制

   （イ）事業融資・管理力の強化

           当行では、担保に依存した大口融資に傾斜した結果、バブル崩壊後、多額の不良債

         権を発生させるにいたりました。

           こうした反省に立脚し、当行の収益強化の柱である中小企業向け貸出、個人ローン

         を推進し、同時にこれに伴う信用リスク管理体制を再構築することは、最重要の経営

         課題であると認識しております。そのために、東海銀行のノウハウ・ツールを参考に

         し、審査能力の向上を図ってまいります。

       Ａ．営業店での与信判断力強化

             営業店における融資判断能力を強化するために、以下のような研修を行っており

           ます。

　　　      ○支店長を対象とした外部講師による業種別の融資審査事例研修

　　　      ○融資役席を対象とした基本的な財務分析等審査能力の向上のための集合研修

　　　      ○新任融資役席を対象とした審査部による融資トレーニー

       Ｂ．本部、営業店の体制強化

○融資センターを設置し、ローン債権書類と延滞管理を集中し、管理の堅確化を図

  りました。

○平成１２年１２月から信用格付制度の定着を図るとともに、１２年１２月基準の

  自己査定から地銀協の自己査定システムを導入し、厳格な自己査定を行っており

  ます。

            ○今後、信用格付に基づいた個社別取引方針を決定してまいります。

○担当役員、部・次長、審査役による営業店の臨店指導、企業訪問等を行い、営業

  店支援体制を強化してまいります。

   （ロ）不良債権回収強化

           当行では、不良債権の回収にあたっては、本部の営業店指導が十分でなかったとの

         反省に基づき、不良債権の回収・削減の重要性を深く認識し、東海銀行のノウハウを

         活用しながら、役員を先頭に組織的に取組んでおります。

      Ａ．回収計画について

     　 　　個別債務者毎に、営業店との協議により、担保、保証人等の状況を把握・確認した

          上で、具体的な回収計画（方策、金額、期日）を立案しております。

      Ｂ．回収体制の強化について

○管理部の人員を増員し、営業店臨店指導の頻度を高めるとともに、法的手続について

  は本部主導で行っております。

○回収実績報告を毎月求め、成功事例の発表を行うとともに、進捗状況を常務会に報告

  しております。
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   （ハ）リスク管理強化

           昨今の経営環境の激変に伴い、諸々のリスクは予想以上に多様化、複雑化してきて

         います。当行では、リスク管理強化を経営上の根幹をなす課題であると位置付け、そ

         の体制整備に努めております。

           当行における従来のリスク管理体制は、リスク種類別に応じた体制が十分整備され

         ていない等の問題点がありました。これらに対応するために、東海銀行からの指導を

         得ながら、リスク種類別に所管部署を明確にするとともに、将来のリスク一元管理に

         向けたファーストステップとして、平成１２年４月に本部組織及び諸規程の改正を実

         施しました。

           現行のリスク管理体制は、以下のとおりであります。

○マーケットリスク、流動性リスクについては、新設のリスク統括室がモニタリング、

  検証を行っております。

○信用リスクについては、自己査定を担当している監査部がモニタリングしておりま

  す。

○コンプライアンスの統括等の法務リスクへの対応は、新設の監査部法務倫理課が行

  っています。

          ○事務リスク、システムリスクは、事務管理部で対応しております。

       （リスク管理体制）

業務所管部署 モニタリング

マーケットリスク 市場国際部 リスク統括室

流動性リスク 市場国際部 リスク統括室

信用リスク 審査部 監査部

法務リスク 各室・部・店 監査部

事務リスク 各室・部・店 事務管理部

システムリスク 各室・部・店 事務管理部

          今後は、リスクのモニタリング機能の充実に努め、経営に与える全リスクの一元管理

        に向けて、さらに機能強化を図り、金融環境の変化に対応してまいります。



２９

   チ．組織風土の刷新

         従来、年功的要素が強かった人事制度を改革し、総合職・一般職の複線型人事制度導

       入により、能力・適性に応じた配置を行うとともに、成果・能力に基づいた評価体系を

       採り入れました。また、退職金制度についても、年功的要素を排除した新体系に移行す

       るとともに、厚生年金基金を解散しました。これらにより、成果・能力に応じた正当な

       人事評価が機能するものと考えております。

         また、ＣＳ（顧客満足度）の原点である、顧客ニーズの発掘とスピーディかつ適確な

       対応、及び新体制に適応できる有用な人材の育成、すなわち「銀行員をして、真のビジ

       ネスマンに変身させること」が肝要であるとの認識に立ち、教育訓練体系を再構築し、

       順次実施しております。

   （イ）行員の活性化

      Ａ．若手登用

            平成１１年４月の新人事制度への移行と併せて、役職登用年令の引き下げを実施

          しております。

      Ｂ．女性登用

          能力・適性に応じて役席及び渉外係へ女性の登用を行うことで、組織の活性化を

        目指します。

      Ｃ．支店長立候補制度

          行員のキャリア開発の希望に応えるために、平成９年度から支店長立候補制度を

        導入しており、引き続き人材開発の一環として実施してまいります。

   （ロ）人事制度

   Ａ．複線型人事制度

       平成１１年度に総合職コース・一般職コースとする複線型人事制度を導入し、そ

     れに応じた人材配置を行い、コース別人事管理を実施しております。

   Ｂ．人事評価制度

            平成１１年度に、行員の成果・能力を正しく把握し、積極的な能力開発及び人材

          育成を通じて適切な処遇ができるように、新人事評価制度を導入し、公正で透明度

          の高い制度といたしました。

   （ハ）退職金制度

           平成１２年度に、従来の年功的な要素を排除し、成果・能力主義を反映させた「一

         部前払い退職金制度」を導入しました。これにより、退職金における年功的な要素を

         排除し、雇用の流動化に対応しながら、優秀な人材確保にも繋げてまいります。
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    （二）人材の育成

　          全ての職員がその能力を発揮し、各々の職務において最大限の成果が期待できる

          ような人材育成策を、早急に構築いたします。

       Ａ．融資に強い人材の育成

             運用力をより一層強化するため、東海銀行のノウハウを導入して、融資判断能力

           の向上を重点とした実践的な研修を、各階層別に実施いたします。

       Ｂ．店頭営業力の強化

         店頭は営業の重要拠点であるとの認識から、テラーを対象に商品知識、販売手法

       の研修を実施しております。今後は、内部事務のセンター集中化により店頭営業体

       制をさらに強化し、セールスノウハウの充実に取組んでまいります。

   Ｃ．階層別研修体系の構築

             新入職員から幹部職員・役員に至るまで、各階層毎の役割を再認識させるため、

           研修内容の見直しを行い、それぞれの階層に求められる職能を最大限発揮できる強

           い役職員に育て上げます。
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   リ．子会社・関連会社の収益等の動向

   （イ）子会社・関連会社設立の目的と管理の状況

      Ａ．設立の目的

　　　　　  　  　　当行では、社会環境の変化に即応し、地域の顧客ニーズに応えるとともに、銀行

                  経営の効率化と事務処理の堅確化、及び設備投資負担額の軽減等を目的に設立しま

                  した。

  　  Ｂ．管理の状況

　  　  　　子会社・関連会社の管理については、関連事業室を統括部署として、本部の各業

          務担当部署と連携しながら、当行グループ全体でのリスク管理、人事、経理等の経

          営全般に関する重要事項について実施しています。

   （ロ）子会社・連結会社の収益の動向

　   　　　当行は、平成１１年３月期決算から関連会社を含めた連結決算を行い、連結ベース

         での収益管理、リスク管理を行なっています。

　　 　　  今後とも、グループ会社全体で、リスク管理の強化とコスト削減を図り、収益力向

         上を目指して業務の効率化を推進してまいります。

　 （ハ）個別会社に関する現況と今後の方針

○株式会社岐阜ファクターは、平成１４年３月を目途に現有資産の処分を完了し、清算

  の予定です。

○ぎふぎん保証サービス株式会社は、住宅ローンを主に個人ローンの保証業務等を行な

  っています。保証残高は順調に増加しており、安定した収益を計上しています。

  今後も、住宅ローン等の増強推進にともなう保証体制を整備し、収益拡大を図ります。

○ぎふぎんミリオンカード株式会社は、クレジットカード業務を主力とし、営業収益は

  順調に増加しています。今後も、リスク管理を強化しながら、当行グループ全体で業

  容と収益の拡大を図ります。

○ぎふぎんビジネスサービス株式会社は、銀行の業務委託料をベースに安定した収益を

  計上しています。平成１３年４月以降、営業店内部事務の集中化（バックレス化）に

  よる業務を受託する計画となっています。

○ぎふぎんコンピュータサービス株式会社は、コンピュータシステムの開発・運用や設

  備全般の管理を通じて、当行の業務効率化に寄与してきましたが、新コンピューター

  システムの稼動を機に、開発・運用部門を外部業者にアウトソーシングしました。そ

  の後、新システムの安定的稼動が確認されましたので、旧システムの開発・運用を担

  っていた同社の機能を見直します。
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(図表４）子会社・関連会社一覧(平成１３年３月末現在)

(単位：百万円）

会社名 設立
年月

代表者 主な業務 直近
決算

総資
産

借入

金

うち申

請金融
機関分

（注1）

資本

勘定

うち申

請金融
機関分

出資分

経常
利益

当期
利益

ぎふぎん

ミリオンカード㈱

H7年

6月
宮脇鋠長

クレジット

カード業務
信用保証業務

12年

3月
1,572 1,133 1,133 108 1 61 29

ぎふぎん
保証サービス㈱

S62年
10月

宮脇鋠長
消費者金融の
保証業務

12年
3月 469 0 0 80 0 13 11

㈱岐阜ファクター
S59年

8月
窪田登茂幸

金銭債権の

買取業務
融資業務

12年

3月
2,779 6,485 6,485 △5,689 0 △523 △522

ぎふぎん
ビジネスサービス㈱

S61年
6月

大野武
現金類の

整理・精査業務
12年
3月 47 － － 43 10 2 1

ぎふぎんコンピュータ

サービス㈱

H4年

9月
大野武

コンピュータ

システム運用

12年

3月 2,987 2,955 2,955 22 20 1 0

(注1）借入金のうち、申請金融機関分は保証を含んでおります。

(注2）上記各社の当行出資比率は、次のとおりです。

        ぎふぎんミリオンカード㈱            ５%    子法人等

        ぎふぎん保証サービス㈱              ５%    子法人等

        ㈱岐阜ファクター                    ５%    子法人等

        ぎふぎんビジネスサービス㈱      １００%    子会社

        ぎふぎんコンピュータサービス㈱  １００%    子会社
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３．責任ある経営体制の確立のための方策

（１）金融機関の社会性・公共性を踏まえた経営理念

   イ．当行の経営理念について

　　 　平成１１年２月に、取引先はもとより、地域社会にも当行の存在をアピールできる、

     下記の如き簡明な経営理念を制定しました。これにより、当行の基本姿勢を明確にし、

     役職員が一体となって、日々努力しております。

　　　　 （経営理念）

　　　　　　私たちは、「豊かなシルバー社会」を応援します。

　　　　　私たちは、地域に根ざし、知恵と汗の営業に徹します。

　　　　　私たちは、堅実・効率経営を追求し、信頼される銀行を目指します。

   ロ．コンプライアンス体制の構築、整備

　   　　当行は、法令等遵守(コンプライアンス)を業務運営上最重要の前提と位置づけ、全行

       を挙げてこれに取組んでおります。

　　　   当行が、地域社会からの信頼を得て、社会的責任及び公共的使命を果たす上でも、コ

       ンプライアンス体制の確立と実践が不可欠との観点から、平成１０年９月に体制整備に

       着手し、その充実に努めてまいりました。

         今後も、コンプライアンス体制の見直しを継続的に進めることにより、体制を強化す

       るとともに、役職員の更なる意識高揚にも注力してまいります。

　　　   現在までに実施した施策は以下のとおりです。

　  （イ）体制の整備

　      ○本部各部・各支店にコンプライアンス担当者を配置（平成１０年９月）

○専担部署として監査部に法務倫理課を設置し、コンプライアンスを統括（平成１２

  ４月）

　  （ロ）規程等の整備

　      ○「行動規範」の制定（平成１０年８月）

○「コンプライアンス規程」、「コンプライアンス・プログラム」の制定、及び「コン

  プライアンス・マニュアル」の発行（平成１２年１月）

　      ○コンプライアンス・モニタリングの実施（平成１２年４月）

          ・個人ベースの自己チェック（年２回実施）

          ・職場毎のチェック（年４回実施）

          ・監査部検査によるチェック（臨店検査時）
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（２）経営の意思決定プロセスと相互牽制体制

   イ．経営の意思決定プロセス

         当行では、取締役会を業務運営の最高意思決定機関としており、その下位に業務執行

       の決定を行う常務会を設けています。平成１２年１１月に、自己管理型経営体制の確立

       やリスク管理重視の銀行経営の定着を促進するために、取締役会規程及び常務会規程を

       改正し、機能強化を図るとともに迅速かつ適確な意思決定が行われる体制としました。

    （イ）取締役会の機能

   取締役会は、各種の法令、当行の定款、及び取締役会規程に基づき、経営の意思

 決定、方針ならびに業務の執行の決定・監督を行っております。監査役全員（社外

 監査役を含む）が出席して適法性を監視しております。

   開催頻度は原則月１回です。

   なお、取締役会に付議する事項は、常務会を経て上程しております。

    （ロ）常務会の機能

         常務会は、常勤取締役全員と常勤監査役により構成され、取締役会の決定方針に

       基づき、行内規程に定められた経営の執行に関する協議・決議を行っております。

         協議案件については、出席取締役の過半数の賛成を得た上で、頭取が決裁を行な

       い、決議事項については、出席取締役の多数決により決裁するなど、相互牽制が機

       能する決裁方法を採用しております。

         開催頻度は原則週１回です。

    （ハ）経営会議の機能

         経営会議は、本部各部長ならびに営業店長で構成され、経営の一体感を醸成する

       目的で、各部署の分掌を超えて意見交換を行なっています。

         開催頻度は原則月１回です。

    （ニ）相互牽制体制と監査機能の充実強化

    Ａ．内部監査機能の強化

          従来からの内部検査に加え、法令・規定等の遵守状況の一元管理体制を整備する

        目的で、平成１２年４月に監査部に法務倫理課を新設し、業務上の法令等遵守状況

        のチェックや体制整備に努めています。

    Ｂ．外部監査機能の強化

          会計監査については、外部の監査法人に監査業務を委託しており、会計監査で問

        題点を指摘された場合は、早急に対処しております。

       Ｃ．その他の施策

          業務執行に伴う職務上の権限と責任については「職務権限規程」に詳細を規定し

        ています。平成１３年３月から、所管業務において他の部署と関連がある事項につ

        いては「合議先」を定め、相互牽制が十分に機能する体制に変更いたしました。
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    （ホ）監査役の機能強化

            監査役会は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名から構成され、法令や監査役会

          規程に基づき、監査機能の強化に努めております。

（３）自主的・積極的なディスクロージャー

        経営情報の公正な開示による透明な経営は、銀行経営にとって不可欠なものであり、

      銀行経営を自ら律するとともに、株主・取引先・投資家等の信頼と支持を得るための、

      基本的姿勢であると認識しております。

        当行では、経営情報の公正な開示のために以下のような方策を講じております。今後

      も、自主的かつ積極的なディスクロージャーを進めてまいります。

   ＜基本的姿勢＞

　  イ．不良債権関連情報の積極的な開示

      平成１１年３月期においては、リスク管理債権と金融再生法に基づく新開示基準の

    査定結果に対する保全状況について、自主的に開示を行いました。

       

　  ロ．ディスクロージャー誌の充実

   ディスクロージャー誌においては、当行の経営姿勢をわかりやすく伝えることを基

 本姿勢とし、営業概況、リスク管理体制、不良債権の状況、社会貢献活動等について

 掲載しております。

　  ハ．インターネットによる情報開示

   情報化社会に対応し、幅広く当行を理解していただくために、平成１１年１２月に

 ホームページを開設し、ニュースリリース、当行の沿革、ディスクロージャー誌、商

 品・サービス案内、リクルート情報等を掲載しております。

   その内容を定期的に見直し、常に最新の情報を提供するように努めております。

    ニ．ＩＲ活動について

      株主・取引先の方々に対して、経営状況や施策展開方針などについてお知らせする

    ために、平成１０年７月より岐阜県及び愛知県の７会場において、頭取によるＩＲを

    兼ねた講演会を毎年開催しています。

 　 ホ．その他

   今後とも経営実態に関する情報を幅広く積極的に提供し、一層わかりやすく且つタ

 イムリーな内容としていく方針であります。
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（４）従来の経営責任についての考え方

   イ．不良債権の発生と当行における問題点

   （イ）当行の貸出姿勢と不良債権の発生

           当行は、昭和６０年頃から平成元年にかけて、地元他行庫へのキャッチアップを意

         識した営業戦略をとり、ボリューム拡大路線に傾斜しました。

           その後、バブル崩壊による株価や地価の下落、それに続いた長期の景気後退局面に

         おいて当行取引先の業況も悪化し、多額の不良債権の発生を招く結果となりました。

            これらは、

            ①調達偏重の営業推進と運用力強化の遅れ。

            ②推進部門と管理部門の相互牽制機能不全。

            ③大口与信集中によるリスク分散の不徹底。

            ④担保に依存した融資取組みが主体となり、与信先の実態分析が不十分であった

              こと。

          によるものと、厳粛に受け止めております。

                          

　　(ロ)不良債権問題の対応策

      Ａ．組織の変更

            平成１１年２月、審査業務を営業推進活動と切り離す体制とすべく、組織改革を行

          い、融資部を審査部といたしました。

      Ｂ．特別チームの設置

            平成１０年５月、再建途上にある企業に対し、経営改善計画作成のアドバイス、及

          び業務改善の指導をする特別チームを審査部内に設置し、その進捗状況を継続的にフ

          ォローしております。

      Ｃ．本部内貸出決裁権限の変更

            本部内貸出決裁権限規程を見直し、単体与信からグループ与信に変更するとともに、

          債務者区分および新規貸し増の区分を新設しました。

            さらに、信用リスク量を勘案した「投融資管理規程」の制定を検討しております。

      Ｄ．集中リスクの回避

            特定大口先及び一定業種への与信集中を排除するために、大口融資先残高推移、業

          種別の残高推移及び構成比を、毎月チェックしています。

      Ｅ．行内格付制度の改正

            平成１２年１２月、信用リスクに応じて１２段階にランク付けする信用格付を概ね

          完了しました。

      Ｆ．財務分析対象企業の拡大

            平成１１年１２月、財務分析システムへの登録対象先を全事業融資先へと拡大しま

          した。

      Ｇ．不動産担保の評価

            正常先は２年に１回（要注意先以下は毎年）担保不動産を再調査・再評価すること

          としていましたが、平成１１年１２月から不動産担保評価システムを導入し、全ての

          不動産担保を毎年再評価する体制といたしました。
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   （ハ）赤字決算について

   当行は、資産内容の健全化を図るべく、不良債権の償却・引当を実施した結果、平

 成９年３月期、１０年３月期と２期連続の赤字決算となりました。さらに、１２年９

 月中間期において、時価会計採用を主因に当期赤字を計上、１３年３月期も、不良債

 権の早期処理を行い、赤字決算を見込んでおります。

   また、平成９年度以降、配当を行っておりません。

   ロ．経営責任の考え方

         多額の不良債権発生の事情に鑑み、役員賞与は平成４年度以降支給しておりません。

       さらに、８年度以降は使用人兼務の場合の使用人部分も支給しておりません。また、役

       員報酬は７年度に減俸を実施、現在は減俸率１６％～４５％となっております。

         また、役員退職慰労金につきましても、平成１０年６月から「役員退職慰労金支給規

       程」により算出された額の４分の１の支給となっております。

   ハ．今後の経営のあり方について

         当行のリスク管理体制が不十分であったことにより、多額の不良債権の発生を招来し、

       今日に至ったとの認識を、役員は言うに及ばず全職員で共有し、個別の問題点を踏まえ

       て、再発防止策の徹底と経営の合理化・効率化に取組んでおります。

         平成１１年２月に策定の中期経営計画「ぎふぎん革命２１」、その後東海銀行の支援を

       得て構築した「ぎふぎん革命２１パートⅡ」、「同パートⅢ」を通じて不良債権の再発防

       止、収益増強に取組んでまいります。

         今後も、東海銀行の全面的支援を受けながら、そのノウハウを吸収・活用して地域と

       ともに歩む銀行として取引先の信頼を得るために、役職員一同懸命に努力する所存であ

       ります。
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４．配当等により利益の流出が行われないための方策等

（１）資本注入前の資本政策

   イ．基本的考え方

         平成９年３月期、１０年３月期に、不良債権処理により２期連続赤字決算となり、 自

       己資本が減少したのに伴い、営業経費の削減や店舗の統廃合等による経営の合理化・効

       率化を進めてまいりました。これにより、１１年３月期、１２年３月期と小幅ながら黒

       字計上ができました。

         平成１０年３月に地元金融機関を中心に劣後ローン４０億円を調達、１１年９月には

       地元取引先を中心に普通株式による５２億円の第三者割当増資を実施した結果、１２年

       ３月末の自己資本比率は６．７８％に改善しました。しかし、平成１２年９月期におい

       て時価会計を採用した結果、株価下落の影響を受け自己資本比率は５．０５％に低下し

       ました。

         また、平成１２年度下期において、東海銀行及び当行取引先を対象に９８億円の第三

       者割当増資を行い、自己資本の充実を図りました。

   ロ．発行済株式の資本組入額の減少、株式の併合、消却等を行わない場合、その理由

         当行の自己資本の現状から実施することは困難であり、更なる自己資本の充実が必要

       であると考えております。

   ハ．配当、役員報酬・賞与についての考え方

         配当につきましては、安定配当を基本方針とし、年１０％の配当を実施してまいりま

       したが、不良債権処理による赤字決算のため、平成９年度以降配当を行っておらず、株

       主の皆様方には多大なご迷惑をおかけしております。

         また、役員報酬については、従来から大幅カットを行っており、利益処分による役員

       賞与は平成４年度以降支給しておりません。

（２）資本注入後の資本政策

   イ．基本的考え方

         公的資金による自己資本の強化が図られた後は、収益力の増強によって自己資本比率

       ８％以上を維持し、内部留保の蓄積に努めます。

   ロ．配当、役員報酬・賞与についての考え方

         配当については、今般公的資金申請に至った状況、返済原資との関係から平成１２年

       度については無配といたしますが、株主及び地域の皆様のご期待にお応えするため、業

       績の向上、収益力の一層の強化に努めてまいる所存です。

         役員報酬・賞与については、業績の改善・内部留保の充実のため、報酬は引き続き抑

       制するとともに、賞与については支給いたしません。
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５．資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策

（１）基本的な取組姿勢

　当行は「地域に根ざし，知恵と汗の営業に徹する」を経営理念に掲げ、徹底したフェ

イス・トゥー・フェイスによる付加価値付き営業の展開により、地域の中小企業及び個

人のお客様の資金需要に応え、円滑な資金供給に努めることが、地域金融機関としての

最大の責務であると考えております。

（２）今までの取組み

　　　  平成１２年９月末の貸出残高は５，２７０億円となり、長引く景気低迷による資金需

      要の冷え込みに加え、積極的な不良債権の回収・オフバランス化ならびに直接償却等の

      実施により、１１年９月末対比３９６億円の減少となりました。

　　　  重点的に推進いたしました住宅ローンは、１２年９月末残高７９５億円、前年同期対

      比５１億円増加となり、堅調に推移いたしました。

　　　  事業融資のうち中小企業向け貸出比率は、リスク分散に努め大企業向け融資の抑制を

      図った結果、１２年９月末は６５．３４％と１１年９月末対比２．２１ポイント上昇し

      ました。また、個人向け貸出比率も２５．１７％と１．０３ポイント上昇いたしました。

　　    今後とも中小企業･個人向け貸出を増強してまいります。

（３）円滑な資金供給のための今後の方策

  　  　地域金融機関として、中小企業・個人の資金需要の発掘と迅速な対応を図るとともに、

      多様なニーズに合った商品・サービスの提供に努めてまいります。このことにより、地

      域経済の発展に寄与してまいります。

　　    また、不良債権の一層の回収も進めてまいります。

   イ．中小企業、個人事業主向け融資

   （イ）顧客階層別渉外体制の導入

 　        現在の地区担当別渉外体制から顧客階層別渉外体制に移行することにより、きめ細

         かい金融サービスの提供や迅速な対応を実現しながら、資金需要に積極的に応えてま

         いります。

   （ロ）融資案件在庫管理システムの活用

　   　 　 東海銀行との提携による融資案件発掘のノウハウを活用し、融資案件在庫の増加を

         図るとともに、本部による全案件掌握を通じて営業店サポートの強化を行ってまいり

         ます。

   （ハ）営業支援システムの導入

　   　　　当行のイントラネット網と携帯端末(ＰＤＡ)を一体化したシステムを、平成１３年

         ５月より導入、渉外担当者の日常活動における情報装備と、営業店内及び営業店間、

         更に営業店と本部間の情報共有化と同時に、渉外活動の効率化を推進いたします。
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   （ニ）コンサルティング機能の強化

　      　 提案営業課の専門スタッフによるコンサルティング機能を強化し、経営支援、エレ

         クトロニックバンキング導入支援、東海銀行との提携による企業公開支援等を通じた

         地元中小企業の育成・支援を行いながら、資金需要の発掘に努めます。

   （ホ）融資渉外スキルの強化

　    　　 東海銀行のノウハウを活用し、渉外資格別の実践的な能力強化研修を行い、法人向

         け融資のスキルアップを図ります。

   ロ．個人ローン

   （イ）住宅ローン専担者の増員

     住宅ローン推進のため専担者を増員のうえ、すでに岐阜県南部、愛知県尾張地域、

   及び名古屋市に配置しており、今後も宅建業者へのアプローチを強化いたします。

   （ロ）個人顧客の資産活用に対する提案営業

       　  提案営業課並びに個人営業グループと営業店の連携を強化し、個人資産の有効活用

         等、多様なニーズに対応できる提案営業体制を充実してまいります。

   （ハ）消費者ローンの推進

         　簡単・迅速をコンセプトに開発したカードローンや証貸ローンを主体に、顧客ニー

         ズに応えてまいります。また、これらの商品は、新聞・テレビ等による広告宣伝や、

         電話・ＦＡＸ・インターネット等の受付チャネルの多様化に取り組んでまいります。

           今後も、ニーズに合った新商品を積極的に開発・販売し、消費者ローンの増強に努

         めてまいります。
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（図表５）貸出金の推移

（貸出残高）                                                        （単位：億円，％）

12/3月末

実績

(A)

12/9月末

実績

(B) 末平比率

13/3月末

見込

(C)

14/3月末

計画

(D)

  国内貸出 ５，３９０ ５，２７０ １００．５４ ５，１４５ ５，２２３

 中小企業向け貸出（注１） ３，５５１ ３，４４３ ― ３，２９９ ３，２９１

 個人向け（事業用資金を除く） １，３２８ １，３２７ ― １，３４６ １，４４２

 その他 ５０９ ５００ ― ５００ ４９０

  海外貸出（注２） ― ― ― ― ―

  合計 ５，３９０ ５，２７０ １００．５４ ５，１４５ ５，２２３

（同・実勢ベース＜下表の増減要因を除く＞）                            （単位：億円）

12/3月末

実績

(A)

12/9月末

実績

(B)+(F) 末平比率

13/3月末

見込

(C)+(G)

14/3月末

計画
(D)+(G)+(H)

 国内貸出 ５，３９０ ５，２７３ ５，１７５ ５，２７３

中小企業向け貸出（注１） ３，５５１ ３，４４６ ３，３２１ ３，３３３

（注１）中小企業向け貸出とは、資本金３億円（但し、卸売業は1億円、小売業・飲食業・サ

        ービス業は50百万円）以下の法人または常用する従業員が３００人（但し、卸売業・

        サービス業は100 人、小売業・飲食業は50人）以下の法人向け貸出（個人に対する

        事業用資金を含む）を指す。

（注２）当該期の期末レートで換算。

（不良債権処理に係る残高増減）                  （単位：億円（  ）内は中小企業向け）

11年度中

実績

(E)

12/上期中

実績

(F)

12/年度中

見込み

(G)

  13/年度中

計画

(H)
貸出金償却 ４３（４３） ３（３） ３（３） 　  ３  (３)
CCPC向け債権売却額 ― （―） ― （―） ― （―）   　―  (―)
債権流動化(注３) ３４（３２） ― （―） ２７（１９）   １７(１７)
会計上の変更(注４) ― （―） ― （―） ― （―） 　　―  (―)
協定銀行等への資産売却額(注５) ― （―） ― （―） ― （―） 　　―  (―)
その他不良債権処理関連 ― （―） ― （―） ― （―） 　　―　(―)

計 ７７（７５） ３（３） ３０（２２） 　２０(２０)

（注３）一般債権流動化のほか、債権の証券化を含む。

（注４）会計方法の変更により資産から控除される間接償却部分等。

（注５）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条で定められた協定銀行等への

        債権売却額。
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６．株式等の発行等に係る株式等及び借入金につき利益をもってする消却、払戻し、

    償還又は返済に対応することができる財源を確保するための方策

（１）消却、払戻し、償還又は返済についての考え方

   イ．基本的な考え方

         今回申請いたします公的資金については、消却、償還のための財源を確保するように

       内部留保の蓄積に努めてまいります。

   ロ．公的資金以外の資本調達分に対する考え方

   （イ）劣後特約付金銭消費貸借による借入

           平成１２年９月末で４５億円ある金融機関等からの劣後ローンについては、公的資

         金導入後は、収益力の強化・内部留保の充実により、期限到来にあわせて減少させて

         まいります。

   （ロ）普通株式

           平成１１年９月の第三者割当増資では、取引先７１５先に対して発行額５２億円

         （普通株式＝１株発行価額１５８円、発行株式数３，２９０万株）の条件で発行して

         おります。また１３年３月の第三者割当増資では、東海銀行及び取引先１，０８９先

         に対して発行額９８億円（普通株式＝１株発行価額１５０円、発行株式数６，５６２

         万株）の条件で発行しております。

    ハ．公的資金に対する考え方

          今回申請いたします優先株式による調達１２０億円については、平成１３年度以降

        利益の積上げを図り、内部留保の蓄積に努めてまいります。

（２）収益見通し

    イ．今後４年間の収益見通し

（イ） 業務純益の見通し

                                                                      （単位：億円）

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

業務粗利益 １２２ １４４ １４８ １５３ １５４

コア業務純益 １５ ２３ ３０ ３７ ５０

経常利益 △１０８ ７ ２０ ３０ ３８

当期利益 △１５６ ６ １９ ２９ ３８

    （ロ）剰余金の見込み

                                                                      （単位：億円）

年 度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

剰余金 △７２ ６ ２４ ４９ ８３ １１８

年 度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

剰余金 １３１ １４８ １６４ １８１ １９８
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７．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運用の確保のための方策

（１）各種リスク管理の状況

リスクの種類 リスク管理部署 現在の管理体制

信用リスク 審査部

管理部

監査部

・ 信用リスクの統合管理

・ 一定業種に対する与信の集中防止

・自己査定に基づく不良債権の管理、回収

カントリーリスク 審査部 ・Ｒ＆Ｉカントリーリスク調査等のデータを参

  考に行内でランク付けを行い運用

市場リスク リスク統括室

市場国際部

・ポジション枠の設定、管理

・リスク量の測定、管理

・実現損益、評価損益の管理

・ＡＬＭ委員会での市場リスク審議

・金利リスク（預貸）の把握

流動性リスク リスク統括室

市場国際部

・ 資金ポジションの把握

・調達力の把握

・逼迫度に応じた流動性リスク枠の設定

・資金繰りリスクの要因分析

・ 流動性危機時の対応整備

オペレーショナル

リスク

事務管理部

監査部

・各種事務処理規程の一元管理

・営業店に対する事務指導及び内部検査の実施

・事務リスクの管理指標を定期的にモニタリン

  グし未然防止策を展開

・事務リスクワーキンググループによる各種事

  務リスクに関する検討

法務リスク 監査部 ・コンプライアンス体制の整備と指導

・コンプライアンスプログラムの策定と実施

・コンプライアンス状況のモニタリングと指導

・各種文書のリーガルチェック

ＥＤＰリスク 事務管理部 ・情報資産の適切な保護方針に沿ったシステム

  安全対策規定等に拠る適切な管理

・システムの管理者、担当者の責任明確化

・外部委託先の管理体制整備

・コンティンジェンシープランの整備

レピュテーショナル

リスク

総合企画部

営業統括部

・ＩＲ、行内外広報（ディスクロージャーを含

  む）活動の実施

・苦情受付、対応

・顧客満足度向上に係る施策の策定と推進
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（２）資産運用に係る決裁権限の状況

   イ．資産運用の基本方針

         資産運用につきましては、中期経営計画において、中長期の運用・調達方針を決定し、

       その方針に基づき、半期毎の貸出・有価証券運用等の運営方針・運用額等を常務会にお

       いて決定し、総合予算として運営・管理しています。

   ロ．貸出運用について

    (イ)貸出運用の基本方針

          融資の基本原則である安全性、収益性、成長性、流動性、公共性に則り、当行では

        「融資通則」で貸出業務の運営について定めております。大口信用供与規制とは別に、

        一定業種に与信が集中しないよう、残高および構成比をチェックしています。

   （ロ)貸出案件の決裁権限

      Ａ．本部の決裁権限

            「本部内貸出決裁権限規程」で決裁権限を定めており、本規程に基づき、審査担

          当部署で案件審査を行なっています。なお、決裁権限は、特定先への与信集中を回

          避するため総与信、新規融資、追加融資の各金額階層毎の決裁区分とし、広義のグ

          ループ名寄せを行なっています。

            現在、有価証券投資等も含めた「投融資管理規程」を制定すべく検討をしており

          ます。

      Ｂ．営業店長の決裁権限

            営業店長の決裁権限は、｢営業店長貸出権限規程｣に基づき運用しており、地域の

          中小企業の円滑な資金繰りのため、営業店の店質と取引先の財務内容を勘案し権限

          額を決めています。

    ハ．有価証券運用について

          有価証券運用につきましては、市場国際部において中期経営計画「ぎふぎん革命

        ２１パートⅢ」に基づき、期毎の運用方針・計画を策定し、ＡＬＭ委員会で検討を行

        い、常務会で決定し、取締役会に報告しております。また、毎月のＡＬＭ委員会にお

        いて、運用実績、金利見通し等を報告し、資金繰り状況等も勘案した上で、運用のフ

        ォローアップを行い、運用方針に変更が必要となった場合は、その決定をしておりま

        す。
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（３）資産内容

    イ．金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第３条第２項の措置後の財務内

        容

      早期健全化法第３条第２項の措置後の財務内容および引当方針等は、次頁の図表の

    とおりです。

      平成１１年３月末より、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づい

    て査定した資産を「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債

    権」、及び「正常債権」に区分し、公表しております。

      各開示債権の定義は以下の通りであります。

    （イ）破産更生債権及びこれらに準ずる債権

            破産、会社更生、和議等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権

          及びこれに準ずる債権であり、自己査定で破綻先及び実質破綻先債務者に対する債

          権に相当します。

    （ロ）危険債権

            債務者が経営破綻状態には陥っていないが、財務状況及び経営状況が悪化し、契

          約に従った債権の元本の回収および利息の受取が出来ない可能性の高い債権であり、

          自己査定で破綻懸念先債務者に対する債権に相当します。

    （ハ）要管理債権

            自己査定で要注意先債務者のうち、３ヶ月以上の延滞債権及び貸出条件緩和債権

          に相当します。

    （ニ）正常債権

            債務者の財政状況及び経営成績に特に問題がないものとして、上記３区分に相当

          しない債権をいいます。
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（図表６）法第３条第２項の措置後の財務内容                              （単位：億円）

12/3月末

実績

12/9月末

実績

13/3月末

見込み
引当方針

破産更生債権及び

これらに準ずる債権
219 209 287

破綻先、実質破綻先のⅢ、Ⅳ分類の全額を貸倒償

却または個別貸倒引当金として計上する。

危険債権 215 163 198
破綻懸念先のⅢ分類額に3年分の予想損失率を乗

じた額を個別貸倒引当金に計上する。

要管理債権 92 93 110

要管理先債権のうち、担保等で保全されていない

部分に対し 15％を乗じた額を一般貸倒引当金と

して引当する。

正常債権 4,975 4,908 4,729

要管理先を除く要注意先の債権額全体に、要注意

先の1年分の予想損失率を乗じた額を一般貸倒引

当金に計上する。

正常先の債権額全体に、正常先の 1年分の予想損

失率を乗じた額を一般貸倒引当金に計上する。

引当金の状況                            （単位：億円）

12/3月末

実績

12/9月末

実績

13/3月末

見込み

一般貸倒引当金 ２８ ２８ ３２

個別貸倒引当金 １６８ １６４ ２２１

特定海外債権引当勘定 － － －

貸倒引当金計 １９６ １９３ ２５３

債権売却損失引当金 － ３ ３

特定債務者支援引当金 － － －

小  計 １９６ １９６ ２５６

特別留保金 － － －

債権償却準備金 － － －

小  計 － － －

合  計 １９６ １９６ ２５６
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   ロ．銀行法２１条に基づく開示

         銀行法２１条に基づくリスク管理債権の、平成１０年３月末、１１年３月末、１２

       年３月末、及び１２年９月末の実績は、以下のとおりであります。

（リスク管理債権額と保全状況の実績）                                （単位：億円、％）

区  分
10年 3月末

実績

11年 3月末

実績

12年 3月末

実績

12年 9月末

実績

破綻先債権 (Ａ) １２１ １２８ ６５ 　　６９

延滞債権 (Ｂ) １２４ １３６ ２９４ 　　２５３

３ヶ月以上延滞債権 (Ｃ) ９ １４ ９ 　　５

貸出条件緩和債権 (Ｄ) ３２ ６３ ６４ 　　８７

合計 (Ｅ)＝A+B+C+D ２８７ ３４３ ４３４ 　　４１６

比率＝ (Ｅ) ÷ 総貸出 ４．９１ ５．９２ ８．０６ ７．９０

個別貸倒引当金(Ｆ) １６２ １８５ １６８ １６４

引当率 (Ｆ) ÷ (Ｅ) ５６．６２ ５４．１２ ３８．７５ ３９．５８

貸倒引当金合計 (Ｇ) １８１ ２１４ １９６ １９３

引当率 (Ｇ) ÷ (Ｅ) ６３．０５ ６２．３６ ４５．２７ ４６．３７

         当行では、未収利息の資産計上基準を、金融検査マニュアル及び全国銀行協会の銀

       行業における決算経理要領等に基づき、従来の税法基準から自己査定の債務者区分が

       「破綻懸念先」、「実質破綻先」または「破綻先」である債務者向けの貸出金であれば、

       延滞の有無に係らず、未収利息は資産に計上しないため「破綻先債権」または「延滞

       債権」のいずれかに区分されることになります。平成１２年３月末の「延滞債権」の

       残高が増加しております主要因は、この基準変更によるものです。
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（４）償却・引当方針

   イ．従来の償却・引当方針

   （イ）基本方針

           当行の保有する資産について個別の自己査定を行い、その結果として予想される損

         失額を金融機能早期健全化緊急措置法第３条第２項第２号の規程により、金融庁が定

         めるところによる他、日本公認会計士協会の実務指針、商法及び企業会計原則、及び

         監査法人との協議等に従って、信用リスクに応じた十分な水準で償却・引当を行うこ

         とにより、資産の健全性を保持することとしております。

   （ロ）体制について

      Ａ．算定の責任部署

      （Ａ）貸出金及び貸出金に準ずる債権

一般貸倒引当金 審査部

個別貸倒引当金・特定債務者支援引当金 管理部

連結対象子会社に係る個別貸倒引当金 関連事業室

債権売却損失引当金 管理部

      （Ｂ）貸出金及び貸出金に準ずる債権以外の債権

有価証券 市場国際部

仮払金（貸出関連以外） 総合企画部・事務管理部

動産・不動産 総務部

ゴルフ会員権・買入金銭債権他 総務部・市場国際部

      Ｂ．監査の責任部署

            監査部は償却・引当額の算定が償却・引当基準書に沿って実施されているか監査

          し、その結果について、検証報告書を管理部が受理し取締役会へ報告します。

      Ｃ．引当率の算定方法

      （Ａ）「正常先債権」の引当

             正常先債権については、今後１年間の予想損失額（期末債権額×予想損失率）を

           一般貸倒引当金として計上しております。

             予想損失率は、過去３算定期間の貸倒実績を基に貸倒実績率を算出し、それらを

           加重平均して算定しており、今後も同様の算定方式で行います。

      （Ｂ）「要注意先債権」の引当

             要注意先債権については、金融再生法における要管理先である債務者と要管理先

           以外の債務者に区分して貸倒引当金を計上しております。

             要管理先債権については、従来担保等で保全されていない部分に対し１５％を一

           般貸倒引当金として計上しておりますが、平成１４年３月期からは過去３算定期間
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           の貸倒実績を基に算出した貸倒予想損失額を引当てる予定です。

             また、要管理先以外の要注意先債権については、今後１年間の予想損失額（期末

           債権額×予想損失率）を一般貸倒引当金として計上しております。

             予想損失率は、過去３算定期間の貸倒実績を基に貸倒実績率を算出し、それらを

           加重平均して算定しており、今後も同様の算定方式で行います。

      （Ｃ）「破綻懸念先債権」の引当

             破綻懸念先債権については、今後３年間の予想損失額（期末Ⅲ分類額×予想損失

           率）を個別貸倒引当金として計上しております。

             予想損失率は、過去３算定期間の倒産実績を基に、倒産確率を算出し、それらを

           加重平均して算定しており、今後も同様の算定方式で行います。

      （Ｄ）「実質破綻先債権」および「破綻先債権」の償却・引当

             実質破綻先及び破綻先債権については個別債務者にⅢ・Ⅳ分類債権の全額を予想

           損失額として貸倒償却もしくは個別貸倒引当金として計上しております。

      （Ｅ）有価証券の引当

             有価証券の評価については、平成１２年度より時価評価を適用しており、減損処

           理については、「金融商品会計に関する実務指針」により、市場価格のある有価証

           券は期末の時価を基準として３０％（平成１２年９月期までは５０％）を下回った

           もののうち、回復する見込みがあると認められる場合を除き評価差額を減損処理し、

           市場価格のない株式は、実質価額が取得原価を３０％（同）下回った株式の評価差

           額を減損処理しております。

   ロ. 公的資金による株式等の引受等を踏まえた自主的・積極的な償却・引当方針

         金融庁より示された「金融検査マニュアル」および日本公認会計士協会の実務指針に

       沿って当行規程を改定し、平成１１年９月期決算より、本内容の趣旨を踏まえた資産査

       定および償却・引当を行っております。

         今後も、より精度の高い資産査定を行うとともに、合理的な方法による償却・引当を

       行うことにより資産内容のさらなる健全化を図ってまいります。

   ハ．行内信用格付ごとの償却・引当の目途

         平成１２年３月に、自己査定と企業格付をリンクさせるため格付制度の改定を行いま

       した。現在、各信用格付毎のデフォルト率を算出すべくデータの蓄積と分析を行ってお

       り、さらに信用格付の精度を高め、償却・引当に反映させる体制を目指しています。

   ニ．債権放棄についての考え方

 　　　  当行としては、債権放棄にあたっては、経済合理性だけでなく、地域金融機関として

       の総合的立場から、以下の如き厳格な判断基準に基づき、限定的に行なうべきものと考

       えております。

①当行の残存債権の回収がより確実になり、損失が最小限度に抑えられる経済合理

  性があること。
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           ②債権放棄による財務状況の改善により、当該企業の再建が見込まれ、かつ破綻に

             よる下請け関連企業に及ぼす影響や、雇用問題等社会的な損失が回避できること。

           ③利害の対立する支援者間の合意による合理的な再建計画に基づくこと。

           ④当該企業の経営責任が明確にされ、債権放棄が社会通念上合理的と判断されるこ

             と。

（５）含み損益の状況と今後の処理方針

        有価証券の含み損益状況は、次々頁の図表のとおりであります。平成１２年度より時価

      評価を適用しており、その他有価証券に分類した有価証券の評価差額を、全額資本へ直入

      処理しております。含み損については、今後も引き続きポートフォリオの見直しを行い、

      圧縮に努めます。

（６）金融派生商品等取引動向

        金融派生商品等の取引は、各種リスクのヘッジを目的としており、今後もこの方針に変

      更はありません。

金融派生商品等取引動向（平成１２年９月末）                       （単位：億円）

契約金額・想定元本 信用リスク相当額（与信相当額）

金利スワップ １８ ０

先物外国為替取引 ４０ ０

合      計 ５８ １

  （注）自己資本比率算出ベース
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（図表７）不良債権処理状況                                （単位：億円）

１２/３月期

実績

１２/９月期

実績

１３/３月期

見込み

不良債権処理損失額（Ａ） ６１ ３ ８１

貸出金償却 ０ ― ―

個別貸倒引当金繰入額 ６１ ― ７７

CCPC向け債権売却損 ― ３ ３

協定銀行等への資産売却損(注) ― ― ―

その他債権売却損 ― ― ―

  その他 ― ― ―

一般貸倒引当金繰入額(Ｂ) ０ ― ４

合計(Ａ)＋(Ｂ) ６１ ３ ８５

(注)金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への

    債権売却損。

（図表８）不良債権償却原資                                （単位：億円）

１２/３月期

実績

１２/９月期

実績

１３/３月期

見込み

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ３２ ９ ▲０

  国債等債券関係損益 １ ０ ▲１５

株式等損益 ３７ ▲０ ▲２４

不動産処分損益 ▲０ ▲０ ▲０

内部留保利益 ― ― ８３

その他 ― ― ―

合計 ７０ ８ ５８
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（図表９）含み損益総括表                                           （単位：億円）

１２/３月末

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

有価証券 １，００７ ９７２ ▲３５ ９ ４４

債券 ５９７ ５８９ ▲７ ２ ９

株式 ２３３ ２０５ ▲２８ ６ ３４

その他 １７６ １７６ ０ ― ―

金銭の信託 ― ― ― ― ―

再評価差額金（注１） ３３ ４８ １５ １８ ３

不動産含み損益（注１） ― ― ▲７ ０ ７

その他資産の含み損益（注２） ― ― ▲１ ― １

１２/９月末

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

有価証券 １，１３８ １，１１０ ▲２８ ０ ２８

債券 ７００ ６９４ ▲６ ０ ６

株式 ２１５ ２１５ ― ― ―

その他 ２２１ １９９ ▲２２ ― ２２

金銭の信託 ― ― ― ― ―

再評価差額金（注１） ３３ ４８ １５ １８ ３

不動産含み損益（注１） ― ― ▲８ ０ ８

その他資産の含み損益（注２） ― ― ▲０ ― ０

（注１）「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用の土地の再評価を実施いたしました。

       なお、便宜上、貸借対照表価額欄には従前の簿価、評価損益欄には再評価に係る繰

       延税金負債を含めて記載しております。なお、「不動産含み損益」欄には、事業用土

       地再評価後の毎決算期時価と再評価後の簿価との差額を記載しております。

（注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。本項目の取扱いにつ

       いては、主務省令で定める基準によっております。
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８．地域経済における位置付け

       当行は、平成１１年６月より東海銀行から人的支援・業務支援を受けてまいりましたが、

     さらに今回の公的資金申請を前に実施しました第三者割当増資において、同行からの資本

     支援を仰ぎ、同行の持分法適用関連会社となります。

       今後当行は、東海銀行の東海圏戦略展開の一翼を担い、同行との業務上の提携・分担、

     店舗ネットワーク補完の役割を務めつつ、個人・中小企業に対する円滑な資金供給等を図

     り、地域経済の活性化に寄与してまいります。

       当行と東海銀行の店舗配置は、下表のとおり重複するところが少なく、相互に補完し合

     うことが可能と見られます。

主要営業地域における店舗配置（平成１２年３月末）             （単位：店）

市町村名 当  行 東海銀行 市町村名 当  行 東海銀行

岐阜市 １９ ２ 名古屋市 ７ ６２

各務原市 ３ １ 一宮市 １ ５

高富町 １ ― 尾西市 ― １

羽島市 ２ ― 木曽川町 ― １

柳津町 １ ― 祖父江町 ― １

岐南町 １ ― 稲沢市 ― １

大垣市 １ １ 津島市 ― １

揖斐川町 １ ― 小牧市 １ ２

穂積町 １ ― 岩倉市 １ １

関市 １ ― 江南市 ― １

美濃加茂市 １ ― 春日井市 ― ４

可児市 ２ １ 蟹江町 ― １

多治見市 ２ １ 美和町 ― １

中津川市 １ １ 七宝町 ― １

瑞浪市 １ ― 甚目寺町 ― １

土岐市 １ ― 弥富町 ― １

恵那市 １ ― 豊山町 ― １

高山市 １ ― 西春町 ― １

下呂町 １ ― 新川町 ― １

西枇杷島町 ― １

師勝町 １ ―

清洲町 １ ―

扶桑町 １ ―

犬山市 ― １

岡崎市 １ ５

岐阜県計 ４２ ７ 愛知県計 １４ ９５

（注）     は店舗が重複しない市町村           出所：ディスクロージャー誌
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（１）地域の金融市場における融資比率等

        当行は、名古屋市から岐阜市に至る地域、及び岐阜県中東濃地域を主要営業地域とし

      ており、この地域での当行のシェアは以下のとおりです。

   イ．貸出金・預金シェア

         本店所在地である岐阜県全体での貸出金・預金シェアは４～５％ですが、当行が主要

       営業エリアとしております岐阜市及び岐阜県南部、岐阜県中東濃地域、名古屋市を中心

       とした愛知県尾張地域の３地域を結ぶエリアでは、その比率が１０～３０％超の地域も

       多く、当行の主要営業地域はこの三角形状地域であります。

   主要営業地域の貸出金・預金シェア（平成１２年９月末）            （単位：億円，％）

融 資 残 高 預 金 残 高
市 町 村 名

当 行

店 舗 数 残 高 シ ェ ア 残 高 シ ェ ア

恵 那 市 1 130 16.00 157 13.02

柳 津 町 1 59 14.21 93 15.80

瑞 浪 市 1 78 10.21 98 6.98

羽 島 市 2 156 10.15 209 8.52

中 津 川 市 1 126 7.65 154 7.41

岐 阜 市 19 1,586 7.13 1,896 6.09

可 児 市 2 113 7.09 199 6.70

各 務 原 市 3 161 5.13 317 6.16

岐  

阜  

県

岐阜県計（注） 42 3,324 5.27 4,181 4.39

清 洲 町 1 79 38.81 214 39.65

師 勝 町 1 105 15.35 234 21.44

扶 桑 町 1 60 12.01 154 15.05

愛
知
県
尾
張
地
域 岩 倉 市 1 50 5.65 88 4.86

   （注）岐阜県計は、表中にない岐阜県内市町村所在の店舗も含めた計数           出所：ニッキン

   ロ．店舗・ＡＴＭネットワーク

         当行の店舗ネットワークは岐阜県内４２ヶ店、愛知県内１４ヶ店、三重県桑名市、東

       京都各１ヶ店の計５８ヶ店、店舗外ＡＴＭ・ＣＤ（共同ＡＴＭ・ＣＤ含む）は主要営業

       地盤を中心に、岐阜県内５４ヶ所、愛知県内１２ヶ所に設置しております。

         また、平成１１年３月に全国の郵便局との提携を行い、顧客利便性の向上を図ってお

       ります。
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          岐阜県内における店舗数（平成１２年９月末）          （単位：店，％）

店舗数 シェア

都銀・信託・長銀 １２ ２．１９

地 銀 ２１４ ３８．９８

第 二 地 銀 ５７ １０．３８

当 行 ４２ ７．６５

信 金 １９６ ３５．７０

信 組 ・ 労 金 ７０ １２．７５

総 合 計 ５４９ １００．００

                                                       出所：ニッキン

   ハ．中小企業取引

         平成１２年３月末の総貸出残高５，３９０億円の６５．９％、３，５５１億円を中小

       企業向けに投入しており、第二地銀平均の６０．０％を上回っております。

         また、岐阜県内における信用保証協会利用状況をみても保証残高シェア６．７％と、

       融資残高シェア５．３％に比べて高く、当行の融資対象先が中小企業の小口先に分散化

       されていることを示しております。

          中小企業向け貸出残高（平成１２年３月末）          （単位：億円，％）

残高
総融資残高に占める

中小企業向け貸出残高の比率

当 行 ３，５５１ ６５．９

第 二 地 銀 平 均 ５，０４８ ６０．０

                                               出所：日本銀行金融経済統計月報

   岐阜県内における信用保証協会取扱状況（平成１２年９月末）      （単位：億円，％）

当行保証付き貸出 県内保証残高 シェア

件数 残高 件数 残高 件数 残高

７，９３３ ５１４ ９７，０６３ ７，７２６ ８．１７ ６．６６

 （注）岐阜県信用保証協会及び岐阜市信用保証協会の合算
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   ニ．個人取引

         当行は、主要営業基盤を中心に、取引先数・取引軒数において高いシェアを確保して

       おり、中には当該市町村の居住世帯の５０％以上と取引のある地域も複数あります。平

       成１２年９月末の総貸出残高のうち１８．７％にあたる９８５億円を個人ローンに投入

       しており、総貸出に占める比率において第二地銀平均を上回っております。このうち、

       住宅ローンは、１２年９月末残高が７９５億円となり、１２年３月末対比６ヶ月間で残

       高で４３億円、伸び率で５．７％の増加を示しております。

         また、当行は、シルバー社会重視路線を推進しておりますが、平成１２年４月現在で

       当行営業店のある市町村における６５歳以上の人口に占める当行取引先数の割合は、岐

       阜県内で１９．２％（年金振込先数は６．０％）、愛知県内で９．４％(年金振込先数は

       ３．３％）となっており、特に岐阜県南部、東濃地域、愛知県北西部において、その比

       率が高くなっております。

主要営業地域の個人取引先数・軒数シェア（平成１２年９月末）      （単位：人，世帯，％）

人 口
個 人

取引先数
シ ェ ア 世 帯 数

個 人

取引軒数
シ ェ ア

岐 阜 市 402,457 107,736 26.77 147,030 72,305 49.18

羽 島 市 66,452 13,118 19.74 20,266 8,400 41.45

柳 津 町 11,809 2,646 22.41 3,784 1,587 41.94

各 務 原 市 135,860 24,549 18.07 45,439 15,759 34.68

可 児 市 99,145 12,585 12.69 30,893 7,712 24.96

恵 那 市 36,362 9,282 25.53 11,459 6,277 54.78

瑞 浪 市 42,349 5,918 13.97 13,507 3,938 29.16

中 津 川 市 56,158 10,304 18.35 17,825 7,025 39.41

岐 阜 県 内

市 町 村 計
885,084 193,391 21.85 300,647 127,665 42.46

師 勝 町 42,441 9,862 23.24 15,271 5,552 36.36

扶 桑 町 32,167 4,373 13.59 10,652 2,468 23.17

清 洲 町 19,077 8,939 46.86 6,915 4,767 68.94

愛 知 県 内

市 町 村 計
93,685 23,174 24.74 32,838 12,787 38.94

（注）人口、世帯数は、市町村役場からヒアリング

個人ローン残高（平成１２年９月末）                                  （単位：億円，％）

個人ローン うち住宅ローン

残高
総貸出に
占める比率

残高
総貸出に
占める比率

当 行 ９８５ １８．６９ ７９５ １５．０８

第二地銀平均 １，４１７ １７．２６ １，１１５ １５．３５

                                                                出所：第二地銀協資料
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岐阜・愛知県内の当行営業店がある市町村におけるシルバー層の取引状況（平成１２年３月末）            

                                                                    （単位：人，％）

市町村名 65歳以上人口 当行取引先 シェア 年金振込先 シェア

岐 阜 市 69,804 19,836 28.42 6,095 8.73

羽 島 市 9,548 1,989 20.83 651 6.82

高 富 町 2,913 858 29.45 303 10.40

岐 南 町 2,579 672 26.06 211 8.18

柳 津 町 1,588 1,136 71.54 399 25.13

各 務 原 市 18,509 3,263 17.63 1,458 7.88

可 児 市 11,488 2,168 18.87 817 7.11

多 治 見 市 14,832 1,505 10.15 569 3.84

土 岐 市 12,576 1,185 9.42 382 3.04

瑞 浪 市 8,276 1,242 15.01 318 3.84

恵 那 市 7,355 1,941 26.39 709 9.64

中 津 川 市 11,290 1,909 16.91 754 6.68

大 垣 市 25,057 1,235 4.93 256 1.02

穂 積 町 3,880 743 19.15 193 4.97

揖 斐 川 町 3,843 1,028 26.75 204 5.31

関 市 11,304 1,413 12.50 397 3.51

美濃加茂市 8,000 1,126 14.08 257 3.21

高 山 市 12,900 1,748 13.55 296 2.29

下 呂 町 3,634 988 27.19 182 5.01

岐 阜 県 内

市 町 村 計
239,376 45,985 19.21 14,451 6.04

名 古 屋 市 331,887 8,892 2.68 3,425 1.03

岡 崎 市 43,495 783 1.80 180 0.41

一 宮 市 39,053 1,990 5.10 765 1.96

小 牧 市 15,481 922 5.96 441 2.85

岩 倉 市 5,757 888 15.42 333 5.78

師 勝 町 4,902 1,547 31.56 966 19.71

扶 桑 町 4,747 1,617 34.06 886 18.66

清 洲 町 2,599 1,763 67.83 874 33.63

愛 知 県 内

市 町 村 計
447,921 18,402 4.11 7,870 1.76

   ホ．地方公共団体との関わり

         当行は、岐阜県などの地方公共団体等が行う、産業基盤整備、及び生活基盤整備等の

       ための諸施策の実施について、融資・地方債引受などを通じて、積極的に地域づくりに

       協力しております。また、税金等の公金収納事務を通じて住民の皆様にご利用いただい

       ております。
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岐阜県縁故債引受実績推移（額面ベース）                         （単位：百万円，％）

７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度

当 行 ３，６４８ ３，４６６ ２，８４５ １，８８１ ４，２０４

合 計 ９１，１９８ ８６，８５１ ７１，１１５ ４７，０３５ ８４，０７３

シ ェ ア ４．０ ４．０ ４．０ ４．０ ５．０

公金収納契約状況（岐阜県・愛知県，平成１３年２月末）

指定代理 収納代理 合計

岐阜県 ７市町村 岐阜県及び５０市町村 岐阜県及び５７市町村

愛知県 ３市町 愛知県及び１７市町村 愛知県及び２０市町村

合計 １０市町村 ２県６７市町村 ２県７７市町村

全店の公金取扱実績（平成１１年度）              （単位：件，億円）

件    数 金   額

収 納 金 合 計 １，０６０，２９０ ９８１

日 銀 歳 入 金 ８７，７３１ ６９６

岐 阜 県 ４１，６８５ ３９

愛 知 県 ２９，７４４ ２０

そ の 他 の 都 道 府 県 １，７７９ ２

岐 阜 市 ３０３，９９７ ５６

そ の 他 の 市 町 村 ５９５，３５４ １６８

主要営業地域の公金収納の状況（平成１１年度）  （単位：件，百万円）

市町村名 区 分 取扱件数 取扱金額

岐 阜 市 収納代理 ３０３，９９７ ５，５７３

羽 島 市 〃 ２７，０３６ ６１７

各 務 原 市 〃 ４４，８００ １，１１９

可 児 市 〃 ３３，５５５ １，４０１

瑞 浪 市 〃 １３，２７８ ２６３

恵 那 市 指定代理 ３１，７４７ ６１６

中 津 川 市 収納代理 ３４，１６０ ６０８

岐
阜
県

柳 津 町 〃 ５，１７０ １２４

師 勝 町 〃 ３１，７９２ ６２５

清 洲 町 指定代理 ２５，５０４ ５１６
愛
知
県 扶 桑 町 〃 ８，２２０ ２１４
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（２）地域経済への貢献

   イ．当地域の概観

         当行本店の所在する岐阜県は、三大都市圏の１つである名古屋市を含む愛知県尾張地

       方に隣接しており、これらと一体となった経済圏を形成しています。

         当地域は日本列島の中心に位置し、南は伊勢湾の臨海地から北は標高３千メートルの

       北アルプスまで、変化に富んだ自然環境に恵まれています。一方、名古屋市を中心とし

       た一帯は、都市基盤の整備が進み、東西交通の要衝として重要な機能を果たしています。

         岐阜県の人口（平成１２年１０月１日国勢調査速報値）は、２，１０７，６８７人で

       前回国勢調査時（平成７年）に比べ、７，３７２人（０．３５％）の増加、愛知県の人

       口は、７，０４３，２３５人で、同じく１７４，８９９人（２．４８％）の増加を示し

       ております（全国の増加率１．０７％）。

   ロ．経済の現状

         当行が営業基盤とする地域は、我が国における一大生産基地である愛知県を中核とし

       て、一体的な経済圏を形成しています。すなわち、岐阜県と愛知県とは、以下に見られ

       るように、人と貨物の流れが極めて活発であり、岐阜県中南部及び岐阜県東濃部の経済

       は、愛知県との関係抜きでは考えられません。

  岐阜県の流動人口                                                （単位：千人，％）

岐阜発 岐阜着

県順位 人数
総計との

割合
県順位 人数

総計との

割合

第１位

  愛知県
１１４，０５０ ８６．６

第１位

  愛知県
１１３，３３９ ８６．９

平成

９年度中 第２位

  長野県
４，１７６ ３．２

第２位

  長野県
４，２５５ ３．３

総 計

(注)
１３１，６３７ １３０，４５５

（注）総計は岐阜県外流出入人口の合計       出所：（財）岐阜県産業経済振興センター資料

  岐阜県の貨物流動量                                                  （単位：トン）

岐阜発 岐阜着

県順位 トン数 県順位 トン数

第１位

  愛知県
１７，１１０，７１４

第１位

  愛知県
１６，５１９，３６４

平成

９年度中 第２位

  滋賀県
２，３４３，１５６

第２位

  長野県
４，３９９，１６２

                                          出所：（財）岐阜県産業経済振興センター資料
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         経済構造を見ると、県内総生産（平成１０年度）のうち製造業の占める割合が、愛知

       県３７．４％、岐阜県２８．９％と全国平均２３．９％を大きく上回っており、当地域

       は、全国的に見ても製造業の生産集積が進んだ地域といえます。

         最近では、愛知県においては、製造業の県民総生産額（平成１０年度）が、平成６年

       度対比７．４％増加しているのに対し、岐阜県のそれは、△０．４％と減少しておりま

       す（全国ベース△０．９％）。愛知県では、自動車等輸送用機械関連及び工作機械等一

       般機械関連を中心に、製造業が総じて順調に推移しているのに対し、岐阜県では、繊維・

       窯業・土石など伝統地場産業が相対的に劣位にあると見られます。しかしながら、これ

       をやや詳細に見ると、上記の如く、愛知県の製造業が中小下請け業者を多く必要とする、

       すそ野の広い業種であることから、その外縁が愛知県尾張地域から岐阜県中南部・東濃

       地域に広がっており、また、これら地域の居住人口増とも重なっている事情が見て取れ

       ます。

         一方、商業について見ると、平成１１年９月調査の１世帯あたりの年間収入と１ヶ月

       支出額（平成１１年家計実態調査・総務省）は、岐阜県ではそれぞれ７，７１３千円、

       ３３１，４７５円、愛知県では６，８１５千円、２９５，４４５円と、全国平均（同

       ６，４９４千円、２９４，６２８円）を、それぞれ大きく上回っており、名古屋市中心

       部における商業集積はもちろん、岐阜市周辺でも郊外型大規模小売店舗や専門店が数多

       く立地しております。

         また、県民一人当たりの金融資産は岐阜県第６位、愛知県第１０位と全国比で高くな

       っております。

     県民総生産における産業別内訳（平成１０年度）             （単位：％）

区     分 全国平均 岐阜県 愛知県

第 一 次 産 業 ２．０ ２．０ ０．９

第 二 次 産 業 ３１．８ ３８．５ ４４．７

う ち 製 造 業 ２３．９ ２８．９ ３７．４

う ち 建 設 業 ７．９ ９．６ ７．３

第 三 次 産 業 ６６．２ ５９．５ ５４．４

う ち 卸 小 売 業 １６．１ １４．１ １３．６

う ち サ ー ビ ス 業 ２０．３ １７．２ １６．１

                                               出所：岐阜県、愛知県統計書
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個人預貯金の状況(平成１１年３月)       (単位：１人当たり個人預金残高は千円，その他は億円，千人)

国内銀行の

個人預金残高

郵便貯金の

個人預金残高

その他民間

金融機関の
個人預金残高

個人預金

合計
人  口 １人当たり個人預貯金残高

岐阜県 37,525 45,505 54,365 137,395 2,106 6,524 全国第  ６位

愛知県 145,771 160,743 113,339 419,853 6,838 6,140 全国第１０位

全　国 2,775,858 2,525,674 1,646,145 6,947,677 125,568 5,533

                                                             出所：日本国勢図会地域統計版「県勢２００１」

当 行 主 要 営 業 エ リ ア の 工 業 製 品 出 荷 額 指 数

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

岐阜県中南部 109.97 113.45 117.22 122.52 

岐阜県東濃地域 114.73 116.41 115.90 117.31 

愛知県尾張地域 112.66 113.79 118.61 121.24 

全      国 108.97 111.53 114.09 117.74 

平成６年 平成７年 平成８年 平成９年

（昭和６３年＝１００）

当 行 主 要 営 業 エ リ ア の 人 口 指 数

1 0 0 . 0

1 0 2 . 0

1 0 4 . 0

1 0 6 . 0

1 0 8 . 0

岐 阜 県 中 南 部 1 0 2 . 6 7  1 0 3 . 0 9  1 0 3 . 2 8  1 0 3 . 5 8  1 0 3 . 8 1  1 0 4 . 0 9  

岐 阜 県 東 濃 地 域 1 0 4 . 1 3  1 0 4 . 6 6  1 0 4 . 8 8  1 0 5 . 1 1  1 0 5 . 1 8  1 0 5 . 2 2  

愛 知 県 尾 張 地 域 1 0 4 . 1 5  1 0 4 . 7 9  1 0 5 . 5 2  1 0 6 . 1 5  1 0 6 . 8 3  1 0 7 . 4 0  

全       国 1 0 2 . 0 1  1 0 2 . 2 8  1 0 2 . 4 9  1 0 2 . 7 8  1 0 3 . 0 3  1 0 3 . 2 7  

平 成 ６ 年 平 成 ７ 年 平 成 ８ 年 平 成 ９ 年 平 成 1 0 年 平 成 1 1 年
（ 昭 和 ６ ３ 年 ＝ １ ０ ０ ）
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   ハ．当地域の中小企業

         事業所・企業統計調査（総務庁・平成８年）の調査結果によれば、岐阜県の中小企業

       数は１０３，２２４社（中小企業基本法改正後ベース）で、全企業数に占める割合は

       ９９．９％、愛知県では同じく２９１，２３２社、９９．７％となっており（全国ベー

       ス９８．９％）、当地域においては、中小企業が地域経済の重要な担い手となつており

       ます。

         これらの中小企業を積極的に支援・育成することは、地域金融機関の重要な責務であ

       ると認識しております。

   ニ．地域貢献策の展開

   （イ）地域経済活性化の支援

      Ａ．県内の主要な第三セクター等に対する出資・人材の提供

            当行が資金の出資、人材の派遣等を行っている、主な公的施設、第三セクター等

          は、以下のとおりです。

     第三セクターへの出資・人材の提供

名  称 事業内容等 支援内容

㈱ぎふ建築住宅センター 建築確認・検査・住宅性能評価 出資    １，５００千円

岐阜エフエム放送㈱ 放送事業 出資    ６，０００千円

明智鉄道㈱ 鉄道 出資        ５００千円

㈱西三河ニューテレビ放送 放送事業 出資    ２，０００千円

㈱ケーブルテレビ可児 放送事業 出資    １，５００千円

羽島高速鉄道高架㈱ 鉄道 出資    １，４６４千円

㈱日本無重量総合研究所 科学技術振興 出資    ５，０００千円

㈱岐阜ファッション・コミュニティ ファッション事業ＰＲ 出資        ７０７千円

中部国際空港㈱ 空港 出資  １８，０００千円

長良川鉄道㈱ 鉄道 出資    ２，０００千円

名古屋中小企業投資育成㈱ 投資育成 出資  １８，１６８千円

(財)岐阜県産業経済振興センター 産業経済調査研究・企業誘致 人材提供 １名

      Ｂ．情報交換サービス

            当行は、お客様の経営に役立つ情報提供とお客様同士の異業種交流を目的として、

          取引先の会である「ぎふぎん会」を組織し、著名な会社経営者等を招いて中小企業の

          経営に役立つ講演会を開催しており、地域経済の啓蒙活動にも注力しております。

      Ｃ．情報提供活動

            当行では、シルバー社会重視路線の一環として、シルバー層顧客を対象に、平成

          １２年４月から情報誌「なも」を年４回発行しております。本誌ではシルバー層取引

          先への各種情報提供を行っており、ご好評をいただいております。

            また、取引先企業の新入社員に対するマナー研修会や岐阜県内高校生に対する職場

          研修を行い、県内における人材育成の一助とさせていただいております。
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   （ロ）地域の福祉活動の支援

      Ａ．特定非営利活動法人「介護支援ネットワーク協議会ぎふ」

            当行は、地域の介護基盤整備ための調査研究や情報提供を目的として、平成１２

          年８月に設立された特定非営利活動法人（ＮＰＯ）「介護支援ネットワーク協議会ぎ

          ふ」の設立に参画し、設立後は当行役員が理事に就任するとともに、事務局に人員

          を派遣し、地域の福祉の充実に積極的に協力しています。

   （ハ）その他

           当行では地域イベントにも積極的に協力し、地域活性化に貢献しております。

    主な地域イベントへの貢献活動（平成９年～平成１２年）

イベント名 時  期 内    容

世界イベント村秋まつり
平成９年９月２０日～

               ９月２６日
「ふれあい市」に出店

ウェルカム21 ぎふ 2000
平成１２年１月１日 ～

             １２月３１日

○飛騨美濃体験博自動車プレゼント賞品贈呈

○事務局へ人員派遣（１名）

岐阜県「葵徳川三代」

観光キャンペーン

平成１２年３月２５日～

               １０月９日
観光キャンペーンＰＲ協力

ゆうあいピック岐阜大会
平成１２年１０月１９日～

             １０月２２日
職員ボランティアによる活動支援

ぎふ保健福祉総合フェア 毎年２月 年金相談コーナー担当

    その他の地域貢献活動（現在継続中のもの）

活動名 活動期間 内    容

長良川清掃（岐阜市） 毎年５月､８月､１０月 職員ボランティアによる清掃活動

金華山清掃（岐阜市） 毎年１１月 職員ボランティアによる清掃活動

道三まつり（岐阜市） 毎年４月初旬 企業みこしパレード参加

岐阜安全運転管理部会 毎年２～３回 街頭での交通安全活動に参加

岐阜銀行こがね友の会 年１回

下記団体への寄付活動

 ○岐阜県（交通遺児激励）

 ○岐阜県健康長寿財団（ガン撲滅）

 ○岐阜県身体障害者福祉協会（福祉）

 ○日本赤十字社岐阜支部（地域医療）

  以上のとおり、当行では、豊かで活力ある地域づくりに貢献すべく、地域に密着した営業活動、

企業育成、金融サービス・情報の提供、地域諸活動の支援を行ってまいりました。

  今後も、円滑な資金供給や金融サービスの提供等を通じて、地域づくりの一翼を担い、当地域の

発展に貢献してまいります。

以  上


